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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等
 

回次 第80期 第81期 第82期 第83期 第84期

決算年月 平成29年３月 平成30年３月 平成31年３月 令和２年３月 令和３年３月

売上高 (百万円) 396,004 405,172 411,821 385,362 87,889

経常利益又は経常損失（△） (百万円) 3,045 3,342 2,834 △1,415 △16,727

親会社株主に帰属する当期純

利益又は親会社株主に帰属す

る当期純損失（△）

(百万円) △1,329 1,412 1,279 △7,443 △28,456

包括利益 (百万円) 471 794 1,646 △8,562 △28,079

純資産額 (百万円) 24,517 25,304 26,950 18,425 △9,654

総資産額 (百万円) 128,890 130,416 141,479 90,630 62,817

１株当たり純資産額 (円) 893.87 923.26 983.82 672.25 △354.72

１株当たり当期純利益又は

１株当たり当期純損失（△）
(円) △48.87 51.71 46.81 △272.44 △1,041.50

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益
(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 19.0 19.3 19.0 20.3 △15.4

自己資本利益率 (％) － 5.7 4.9 － －

株価収益率 (倍) － 33.7 28.4 － －

営業活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 2,540 4,590 4,845 △18,916 △24,167

投資活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △2,125 △2,519 △1,677 △3,069 △301

財務活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 252 △23 △18 △41 △51

現金及び現金同等物の

期末残高
(百万円) 65,238 67,191 70,349 48,200 23,805

従業員数
(名)

6,986 6,897 6,956 6,968 5,451

(外、平均臨時従業員数) (1,894) (2,059) (2,189) (2,455) (2,078)

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第80期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの、１株当たり当期純

損失であるため記載しておりません。第81期および第82期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。第83期および第84期の潜在株式調整後１株当たり当期

純利益については、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．第80期、第83期および第84期の自己資本利益率および株価収益率については、親会社株主に帰属する当期純

損失であるため記載しておりません。

４．当社は、平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合をもって株式併合を実施しております。「１

株当たり純資産額」、「１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失（△）」及び「潜在株式調整後１

株当たり当期純利益」については、当該株式併合が第80期の期首に実施されたと仮定して算定しておりま

す。

５．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第82期の期

首から適用しており、第81期に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指

標等となっております。
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(2）提出会社の経営指標等
 

回次 第80期 第81期 第82期 第83期 第84期

決算年月 平成29年３月 平成30年３月 平成31年３月 令和２年３月 令和３年３月

売上高 (百万円) 8,879 8,181 11,093 11,138 9,973

経常利益又は経常損失（△） (百万円) 1,823 1,698 779 △157 1,305

当期純利益又は

当期純損失（△）
(百万円) △2,070 156 545 △5,172 △22,779

資本金 (百万円) 8,041 8,041 8,041 8,041 8,041

発行済株式総数 (株) 273,310,135 27,331,013 27,331,013 27,331,013 27,331,013

純資産額 (百万円) 17,384 17,731 18,564 12,446 △10,165

総資産額 (百万円) 78,070 73,605 100,905 69,327 40,465

１株当たり純資産額 (円) 636.17 648.93 679.44 455.54 △372.06

１株当たり配当額
(円)

－ － － － －

(１株当たり中間配当額) (－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益又は

１株当たり当期純損失（△）
(円) △76.15 5.71 19.97 △189.32 △833.71

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益
(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 22.3 24.1 18.4 18.0 △25.1

自己資本利益率 (％) － 0.9 3.0 － －

株価収益率 (倍) － 305.0 66.6 － －

配当性向 (％) － － － － －

従業員数 (名) 158 119 255 249 297

株主総利回り (％) 76.2 96.2 73.4 40.0 56.5

（比較指標：日経225） (％) (112.8) (128.0) (126.5) (112.9) (174.1)

最高株価 (円) 181 2,150 1,807 1,697 1,278

   [229]    

最低株価 (円) 110 1,618 977 612 649

   [128]    

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第80期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの、１株当たり当期純

損失であるため記載しておりません。第81期および第82期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。第83期および第84期の潜在株式調整後１株当たり当期

純利益については、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．第80期、第83期および第84期の自己資本利益率および株価収益率については、当期純損失であるため記載し

ておりません。

４．当社は、平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合をもって株式併合を実施しております。「１

株当たり純資産額」、「１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失（△）」及び「潜在株式調整後１

株当たり当期純利益」については、当該株式併合が第80期の期首に実施されたと仮定して算定しておりま

す。第81期の株価につきましては株式併合後の最高・最低株価を記載し、株式併合前の最高・最低株価は[

]にて記載しております。

５．最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

６．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第82期の期

首から適用しており、第81期に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指

標等となっております。
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２【沿革】

年月 沿革

昭和16年10月

 

関西急行鉄道株式会社（現近鉄グループホールディングス株式会社）が全額出資し有限会社関急旅行社

を設立、関西急行鉄道株式会社の沿線案内ならびに乗車券類の発売業務を受託

19年６月 有限会社近畿日本交通社に商号変更

22年５月 株式会社近畿交通社に商号変更、旅行あっ旋業務を開始

29年10月

 

I.A.T.A.（国際航空運送協会）の代理店である近畿日本鉄道株式会社（現近鉄グループホールディング

ス株式会社）国際運輸部の営業を譲受け、近畿日本航空観光株式会社に商号変更

30年４月 旅行あっ旋業法に基づく一般旅行あっ旋業者登録（登録第20号）

30年９月

 

日本国有鉄道の団体旅客取扱指定業者である日本ツーリスト株式会社を合併、近畿日本ツーリスト株式

会社に商号変更

45年３月 近鉄航空貨物株式会社（現株式会社近鉄エクスプレス）を設立、航空貨物事業の営業を譲渡

47年11月 法改正にともない旅行業法に基づく一般旅行業者登録（登録第20号）

50年７月 東京・大阪両証券取引所市場第二部に上場

52年６月 東京・大阪両証券取引所市場第一部に上場

平成21年11月 株式会社近畿日本ツーリスト北海道および株式会社近畿日本ツーリスト九州を設立

23年９月

 

株式会社近畿日本ツーリスト東北、株式会社近畿日本ツーリスト中国四国および株式会社近畿日本ツー

リスト商事を設立

24年９月

 

 

ＫＮＴ団体株式会社およびＫＮＴ個人株式会社を設立

（平成25年１月１日付で商号を近畿日本ツーリスト株式会社および近畿日本ツーリスト個人旅行株式会

　社にそれぞれ変更）

25年１月

 

 

29年６月

 

29年11月

 

30年４月

 

 

クラブツーリズム株式会社を株式交換により取得

持株会社に移行し、ＫＮＴ－ＣＴホールディングス株式会社に商号変更

近畿日本鉄道株式会社（現近鉄グループホールディングス株式会社）が当社の議決権の過半数を取得

株式会社近畿日本ツーリスト中部、株式会社近畿日本ツーリスト関西および株式会社ＫＮＴ－ＣＴグ

ローバルトラベルを設立

株式会社近畿日本ツーリスト関東、株式会社近畿日本ツーリスト首都圏および株式会社ＫＮＴ－ＣＴウ

エブトラベルを設立

近畿日本ツーリスト株式会社を株式会社近畿日本ツーリストコーポレートビジネスに商号変更

クラブツーリズム株式会社が近畿日本ツーリスト個人旅行株式会社を吸収合併
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３【事業の内容】

　当社グループは、当社および当社の連結子会社33社および関連会社２社から構成されており、関連会社２社につき

ましては持分法を適用しております。その営んでいる主要な事業内容は、次のとおりであります。

 

　クラブツーリズム株式会社は、新聞広告や会員情報誌「旅の友」の配布によるメディア販売およびＷｅｂ販売を中

心とした旅行商品の企画販売を行っております。

　株式会社近畿日本ツーリスト北海道、株式会社近畿日本ツーリスト東北、株式会社近畿日本ツーリスト関東、株式

会社近畿日本ツーリスト首都圏、株式会社近畿日本ツーリスト中部、株式会社近畿日本ツーリスト関西、株式会社近

畿日本ツーリスト中国四国、株式会社近畿日本ツーリスト九州の各地域旅行会社においては、国内企画旅行「メイ

ト」、海外企画旅行「ホリデイ」ブランドの旅行商品の企画販売や、各地域において主に企業、学校、官公庁、自治

体、公益法人などを顧客とする国内・海外の団体旅行の企画販売および受託業務を行っております。

　尚、長年ご愛顧いただきましたパンフレットを主媒体とする「メイト」「ホリデイ」ブランドの販売は令和３年３

月末をもって終了し、店頭販売中心から「近畿日本ツーリスト ダイナミック・パッケージ」等のＷｅｂ販売にシフ

トしてまいります。

　株式会社近畿日本ツーリストコーポレートビジネスは、東京地区の企業や官公庁を顧客とするＭＩＣＥ

（Meeting、Incentive、Convention、Event）需要の営業を中心とした団体旅行の企画販売および受託業務を行って

おります。

　株式会社ＫＮＴ－ＣＴグローバルトラベルは、ＭＩＣＥを中心とした訪日団体旅行の企画販売を行っております。

　なお、令和３年４月１日付で株式会社ＫＮＴ－ＣＴグローバルトラベルは、株式会社近畿日本ツーリストコーポ

レートビジネスを存続会社とする吸収合併により消滅しております。

　株式会社ＫＮＴ－ＣＴウエブトラベルは、近畿日本ツーリストのＷｅｂサイトの運営やインターネットを通じたグ

ループ各社の個人旅行の販売およびグループ会社の訪日個人旅行の外国人向けプロモーションや販売の受託を行って

おります。

　国内のその他の会社におきましては、国内・海外の団体旅行および個人旅行や海外航空券の卸売業等を行っており

ます。

　海外では子会社のKINTETSU INTERNATIONAL EXPRESS(U.S.A.),INC.、KINTETSU INTERNATIONAL EXPRESS（OCEANIA）

PTY.LTD.等が主に当社グループが取扱う海外の団体旅行および海外企画商品の旅行者に対して到着地での各種サービ

スの提供を行うとともに、海外において航空券や旅行商品の販売等を行っております。

　H&M INSURANCE HAWAII,INC.およびGRIFFIN INSURANCE CO.,LTD.が海外で損害保険の再保険引受事業を行っており

ます。

 

　なお、当社は、有価証券の取引等の規制に関する内閣府令第49条第２項に規定する特定上場会社等に該当してお

り、これにより、インサイダー取引規制の重要事実の軽微基準については連結ベースの数値に基づいて判断すること

となります。
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　事業系統図に示すと、次のとおりであります。

 

 

　（注）１．近畿美勝国際旅行社（上海）有限公司は令和３年１月22日付にて持分譲渡契約を締結いたしました。

２．KNT TRAVEL（THAILAND）CO.,LTD.は令和３年３月20日付にて解散し、清算手続き中であります。

３．KNT（HK）LIMITEDは令和３年３月31日付にて解散し、清算手続き中であります。

４．令和３年４月１日付にて株式会社近畿日本ツーリストコーポレートビジネスを存続会社、株式会社ＫＮＴ－

ＣＴグローバルトラベルを消滅会社とする吸収合併を行いました。

５．令和３年４月１日付にて株式会社エヌ・ティ・ティ・データ・テラノスの株式を100％取得したことによ

り、完全子会社化いたしました。同日株式会社ＫＮＴ－ＣＴ・ＩＴソリューションズに商号変更しておりま

す。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金

又は出資金
（百万円）

主要な事業
の内容

議決権の所有
(又は被所有)
割合（％）

関係内容

（親会社）      
近鉄グループ

ホールディングス株式会社

 
大阪市天王寺区 126,476

グループ経営

に関する事業

(被所有)66.0

 
(12.3)

ＣＭＳ取引

被債務保証

役員の兼務

（連結子会社）      
クラブツーリズム株式会社

 
東京都新宿区 100 旅行事業 100.0

ＣＭＳ取引

役員の兼務

株式会社

近畿日本ツーリスト北海道
札幌市中央区 100 旅行事業 100.0

ＣＭＳ取引

役員の兼務

株式会社

近畿日本ツーリスト東北
仙台市青葉区 100 旅行事業 100.0

ＣＭＳ取引

資金の貸付

役員の兼務

株式会社

近畿日本ツーリスト関東
東京都新宿区 100 旅行事業 100.0

ＣＭＳ取引

資金の貸付

役員の兼務

株式会社

近畿日本ツーリスト首都圏
東京都新宿区 100 旅行事業 100.0

ＣＭＳ取引

資金の貸付

役員の兼務

株式会社

近畿日本ツーリスト中部
名古屋市中村区 100 旅行事業 100.0

ＣＭＳ取引

資金の貸付

役員の兼務

株式会社

近畿日本ツーリスト関西
大阪市浪速区 100 旅行事業 100.0

ＣＭＳ取引

資金の貸付

役員の兼務

債務保証

株式会社

近畿日本ツーリスト中国四国
広島市中区 100 旅行事業 100.0

ＣＭＳ取引

資金の貸付

役員の兼務

株式会社

近畿日本ツーリスト九州
福岡市博多区 100 旅行事業 100.0

ＣＭＳ取引

資金の貸付

役員の兼務

株式会社

近畿日本ツーリストコーポレート

ビジネス

東京都千代田区 100 旅行事業 100.0
ＣＭＳ取引

役員の兼務

株式会社

ＫＮＴ－ＣＴグローバルトラベル
東京都千代田区 100 旅行事業 100.0

ＣＭＳ取引

資金の貸付

役員の兼務

株式会社

ＫＮＴ－ＣＴウエブトラベル
東京都新宿区 100 旅行事業 100.0

ＣＭＳ取引

役員の兼務

株式会社

ユナイテッドツアーズ
東京都千代田区 100 旅行事業 100.0

ＣＭＳ取引

役員の兼務

三喜トラベルサービス

株式会社
東京都豊島区 100 旅行事業 100.0

ＣＭＳ取引

役員の兼務

株式会社

イベントアンド

コンベンションハウス

東京都台東区 40 旅行関連事業 87.5
ＣＭＳ取引

役員の兼務

ツーリストインター

ナショナルアシスタンス

サービス株式会社

東京都港区 100 旅行関連事業 100.0
ＣＭＳ取引

役員の兼務

株式会社

近畿日本ツーリスト商事
東京都新宿区 100 旅行関連事業 100.0

ＣＭＳ取引

役員の兼務

株式会社クラブツーリズム・

ライフケアサービス
東京都新宿区 100 旅行関連事業

100.0

(100.0)

ＣＭＳ取引

役員の兼務

株式会社クラブツーリズム・

スペースツアーズ
東京都新宿区 25 旅行関連事業

100.0

(100.0)

ＣＭＳ取引

役員の兼務

KINTETSU INTERNATIONAL

EXPRESS(U.S.A.),INC.

アメリカ

カリフォルニア州

ガーデナ市

千米ドル

1,000
旅行事業 100.0

債務保証

資金の貸付

役員の兼務

KINTETSU INTERNATIONAL

EXPRESS(CANADA)INC.

カナダ

ブリティッシュ

コロンビア州

バンクーバー市

千カナダ

ドル

800

旅行事業
100.0

(100.0)
役員の兼務
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名称 住所
資本金

又は出資金
（百万円）

主要な事業
の内容

議決権の所有
(又は被所有)
割合（％）

関係内容

KINTETSU INTERNATIONAL

EXPRESS(OCEANIA)PTY.LTD.

オーストラリア

ニューサウス

ウェールズ州

シドニー市

千オースト

ラリアドル

1,000

旅行事業 100.0 役員の兼務

HOLIDAY TOURS

MICRONESIA(GUAM),INC.
グアム

千米ドル

1,000
旅行事業 100.0 役員の兼務

近畿国際旅行社（中国）有限公司
中華人民共和国

北京市朝陽区

千中国元

10,000
旅行事業 100.0 役員の兼務

KNT(HK)LIMITED
中華人民共和国

香港特別行政区

千香港ドル

23,000
旅行事業 100.0 役員の兼務

台湾近畿国際旅行社股份有限公司
台湾

台北市

千ニュー

台湾ドル

60,000

旅行事業 51.0
資金の貸付

役員の兼務

近畿美勝国際旅行社（上海）

有限公司

中華人民共和国

北京市朝陽区

千中国元

5,000
旅行事業 80.0 役員の兼務

株式会社

ツーリストサービス北海道
札幌市中央区 30 旅行関連事業 100.0

ＣＭＳ取引

役員の兼務

株式会社

ツーリストエキスパーツ
東京都文京区 90 旅行関連事業 100.0

ＣＭＳ取引

資金の貸付

役員の兼務

株式会社

近畿日本ツーリスト沖縄
沖縄県那覇市 80 旅行事業 100.0

ＣＭＳ取引

資金の貸付

役員の兼務

株式会社

ＫＮＴビジネスクリエイト
東京都新宿区 50 旅行関連事業 100.0

ＣＭＳ取引

役員の兼務

H&M INSURANCE

HAWAII,INC.

アメリカ

ハワイ州

ホノルル市

千米ドル

1
旅行関連事業 100.0 役員の兼務

GRIFFIN INSURANCE

CO.,LTD.
バミューダ

千米ドル

500
旅行関連事業 100.0 役員の兼務

（持分法適用関連会社）      

株式会社

エヌ・ティ・ティ・データ・

テラノス

東京都新宿区 100 旅行関連事業 49.0
情報システムの開発・運用等

役員の兼務

KNT TRAVEL

(THAILAND)CO.,LTD.

タイ

バンコク

千タイ

バーツ

5,000

旅行事業 49.0
資金の貸付

役員の兼務

　（注）１．当社グループは、旅行業の単一セグメントであります。

２．「議決権の所有（又は被所有）割合」欄の（　）内は間接所有割合又は間接被所有割合で内数であります。

３．上記のうち、クラブツーリズム株式会社、株式会社近畿日本ツーリスト首都圏、株式会社近畿日本ツーリス

トコーポレートビジネスは特定子会社であります。

４．上記のうち、近鉄グループホールディングス株式会社は、有価証券報告書の提出会社であります。

５．上記のうち、連結財務諸表に重要な影響を与えている債務超過会社および債務超過金額は、令和３年３月末

時点で次のとおりであります。

　　株式会社近畿日本ツーリスト首都圏　3,719百万円

　　株式会社近畿日本ツーリスト中部　　2,581百万円

　　株式会社近畿日本ツーリスト関西　　2,062百万円

６．クラブツーリズム株式会社については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占

める割合が10％を超えております。

主要な損益情報等　　　　(1)売上高　　　　 20,491百万円

(2)経常損失　　　　8,868百万円

(3)当期純損失　　 12,446百万円

(4)純資産額　　　　1,490百万円

(5)総資産額　　　　7,224百万円

７．株式会社近畿日本ツーリスト首都圏については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売

上高に占める割合が10％を超えております。

主要な損益情報等　　　　(1)売上高　　　　 18,533百万円

(2)経常損失　　　　2,477百万円

(3)当期純損失　　　4,596百万円

(4)純資産額　　　△3,719百万円

(5)総資産額　　　　9,162百万円
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８．株式会社近畿日本ツーリスト関西については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上

高に占める割合が10％を超えております。

主要な損益情報等　　　　(1)売上高　　　　 11,022百万円

(2)経常損失　　　　1,092百万円

(3)当期純損失　　　2,113百万円

(4)純資産額　　　△2,062百万円

(5)総資産額　　　　4,918百万円

９．当社では、グループ内の資金を一元管理するＣＭＳ（キャッシュマネジメントシステム）を導入しておりま

す。

10．近畿美勝国際旅行社（上海）有限公司は令和３年１月22日付にて持分譲渡契約を締結いたしました。

11．KNT TRAVEL（THAILAND）CO.,LTD.は令和３年３月20日付にて解散し、清算手続き中であります。

12．KNT（HK）LIMITEDは令和３年３月31日付にて解散し、清算手続き中であります。

13．令和３年４月１日付にて株式会社近畿日本ツーリストコーポレートビジネスを存続会社、株式会社ＫＮＴ－

ＣＴグローバルトラベルを消滅会社とする吸収合併を行いました。

14．令和３年４月１日付にて株式会社エヌ・ティ・ティ・データ・テラノスの株式を100％取得したことによ

り、完全子会社化いたしました。同日株式会社ＫＮＴ－ＣＴ・ＩＴソリューションズに商号変更しておりま

す。
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 令和３年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数（名）

旅行業 5,451〔2,078〕

合計 5,451〔2,078〕

　（注）１．当社グループは、旅行業の単一セグメントであります。

２．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔　〕内に年間の平均人員を外数で記載しております。

３．従業員数が、前連結会計年度末と比べて1,517名減少しています。その主な理由は、事業構造改革に伴う希

望退職の募集により、1,383名が令和３年３月31日付で退職したことによるものです。

 

(2）提出会社の状況

   令和３年３月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

297 45.6 18.9 4,686

　（注）１．従業員数は就業人員であります。

２．平均勤続年数は、出向元会社での勤続年数を通算しております。

３．平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでおります。

 

(3）労働組合の状況

　労働組合との間に特記すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において、当社グループが判断したものであります。

 

(1）会社の経営の基本方針

当社グループは、お客さまからの信頼を事業活動の原点に据え、お客さまに愛される会社であり続けることを目

指して、他社グループにはない旅行事業のビジネスモデルを構築し、リスク管理を含めた内部統制の強化、ＣＳＲ

活動の充実を図ることにより、当社グループ全体の企業価値を高めてまいります。

 

(2）目標とする経営指標

新型コロナウイルスの感染拡大に伴い、当社グループを取り巻く経営環境は根底から覆りました。このような状

況に対処し、さらにこれを機に中長期的な課題に取り組むため、当社グループでは令和２年11月にかねてより検討

してきた事業構造改革を拡充の上、決定し、令和３年２月にこの事業構造改革を具体化した中期経営計画を公表い

たしました。当社の経営指標として最も重要なものは営業利益と考えており、今般の事業構造改革と令和３年度を

初年度とする中期経営計画の各施策を確実に実行することにより、早期に収支の改善を行い、営業利益の最大化を

図ります。また、資本の積み上げも重要課題であることから、親会社株主に帰属する当期純利益の最大化を２つ目

の経営指標としています。

本中期経営計画では、令和４年度を黒字化と位置付けており、令和７年度では130億円以上の営業利益の計上を指

標としています。

 

(3）経営環境及び対処すべき課題

①新型コロナウイルスの感染拡大の影響について

令和２年２月以降新型コロナウイルスの感染拡大により国内外の旅行需要の大半が消失し、令和２年７月にＧ

ｏＴｏトラベルキャンペーンがスタートした後も第２波、第３波の影響を受け、期を通じて厳しい販売状況が続

きました。令和３年度の第１四半期においても、第４波の影響を大きく受けており、依然として厳しい状況が継

続しています。

この状況は、当社グループのサプライチェーンに当たる宿泊機関、輸送機関等の協力会社の経営にも引き続き

厳しい影響を及ぼしています。

新型コロナウイルス禍のもとでは、今後当社グループは、感染リスクの少ない、より安全・安心な旅行の提供

に注力してまいります。商品面ではさらに信頼性の高い交通機関・宿泊機関を選別して「密」の生じない旅程を

組み、販売面ではＷｅｂ販売の拡大、「旅のコンシェルジュ」などオンラインを利用した接客など対策を講じて

まいります。併せて、新しい経営環境に即したコスト構造の見直しを進めてまいります。

②その他の対処すべき課題

今後につきましては、変異ウイルスの感染拡大もあり、引き続き新型コロナウイルスの影響が懸念されます

が、一方でワクチン接種が広がり、その効果が少しずつ表れてくることが期待されます。

このような状況の下、当社グループは、当面なお新型コロナウイルス感染拡大の影響を強く受けるものと予想

されますが、当社といたしましては、早期に債務超過の解消を図るとともに、中長期的な課題に重点を置き、中

期経営計画の目標達成に邁進してまいります。

まず、債務超過の解消につきましては、当社は、当連結会計年度末現在96億54百万円の債務超過となっており

ますので、本年５月12日開催の取締役会において、親会社である近鉄グループホールディングス株式会社にＡ種

種類株式（社債型優先株式）を、当社の主要取引銀行である株式会社三菱ＵＦＪ銀行および株式会社三井住友銀

行がそれぞれ資金拠出する合同会社あかりおよび合同会社まつかぜにＢ種種類株式（社債型優先株式）をそれぞ

れ割り当てる第三者割当増資（払込金額の総額400億円）を決議し、本年６月16日開催の定時株主総会において

承認可決されました。これに伴い当社は、本第三者割当増資の効力が発生する６月30日に債務超過を解消する見

込みであります。

次に、中期経営計画の目標達成に向けた事業構造改革の推進につきましては、まず、クラブツーリズム株式会

社において、昨年12月に開始した「新・クラブ 1000事業」を異業種との連携も視野に入れつつ深化してまいり

ます。同事業では、人と人とが特定の趣味、嗜好で集う「クラブ」と呼ぶコミュニティを運営し、各クラブのメ

ンバーに適合した価値ある講座や座談会、特別イベントを提供するコミュニティサービスを開始していますが、

本年９月からさらに「クラブツーリズム・パス会員（仮称）」の募集を開始する予定であります。同会員は、会

員限定ツアーや出発間際のツアー割引、バス旅行の座席エリア指定など様々なサブスクリプションサービスを受

けることができますが、「新・クラブ 1000事業」では、このようなクラブを1000、「クラブツーリズム・パス

EDINET提出書類

ＫＮＴ－ＣＴホールディングス株式会社(E04348)

有価証券報告書

11/92



会員（仮称）」を100万人集めることを目標として、旅行業以外の新しい事業の確立を目指してまいります。

同時に、この事業を通じて新しい顧客層を開拓し、旅行業のさらなる成長を図ってまいります。

次に、近畿日本ツーリストの個人旅行事業については、引き続き店舗の削減を進める一方で、全国約900社に

及ぶ提携店との連携の下、近畿日本ツーリストダイナミックパッケージ等Ｗｅｂ商品の販売に注力してまいりま

す。販売に当たっては、従来店頭のＴＶ電話システムを通じて行ってきた旅の専門家によるアドバイザリーサー

ビス「旅のコンシェルジュ」を新たにＷｅｂ上で展開し、アバターによるリモート接客でＯＴＡ（オンライン専

門旅行会社）等との差別化を図ってまいります。

近畿日本ツーリストの団体旅行事業につきましては、個人旅行事業と同様に事業のスリム化、効率化を図るか

たわら、当社グループの強みである教育旅行事業、地域交流事業等の専門性の高い分野に注力してまいります。

また、今後も成長の期待できる法人旅行事業につきましては、本年４月１日に株式会社近畿日本ツーリストコー

ポレートビジネスが株式会社ＫＮＴ－ＣＴグローバルトラベルを統合し、国内外のＭＩＣＥ（Meeting、

Incentive、Convention、Event）需要にワンストップで対応できる体制を築きましたので、同社が中心となっ

て、グループ全体の事業戦略を展開してまいります。

これらとともに、次のコスト構造の見直しにより、平成30年度比で、令和４年度には約200億円の経費削減効

果を図り、令和７年度には営業利益ベースで100億円以上の改善を見込みます。

（a）組織の再編

令和４年４月までに近畿日本ツーリスト地域会社各社および株式会社ＫＮＴ－ＣＴウエブトラベルを合併し、

本社部門等の後方部門の統合

（b）人員調整

本年１月に実施した希望退職の募集に加え、新規採用の抑制、定年退職等による自然減、グループ会社への出

向等を実施し、令和６年度末までに令和２年３月末時点6,968名の在籍人員を約３分の２に縮小

（c）その他のコスト削減

旧来のシステムに関わるＩＴコストを削減するほか、組織の見直し、働き方改革の推進等により事務所経費を

はじめ諸経費のさらなる圧縮

当社におきましては、以上の施策を着実に遂行し、コロナ禍収束後大きく飛躍できるよう事業構造の改革を進

めるとともに、東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会に関わる準備を確実に進めてまいります。加え

て、コンプライアンスの徹底、情報セキュリティ等リスク管理の強化、ＳＤＧｓをはじめとする社会課題への貢

献を強化し、企業価値向上に努めてまいります。
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２【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が連結会社の財政状態、経営成

績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主要なリスクは、以下のとおり

であります。

　なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において、当社グループが判断したものでありま

す。

 

(1）継続企業の前提に関する重要事象等

　当社は、新型コロナウイルスの世界的な感染拡大に伴い旅行需要および売上高が大幅に減少した結果、当連結会

計年度において営業損失270億82百万円、親会社株主に帰属する当期純損失284億56百万円を計上し、同年度末現在

において96億54百万円の債務超過となるなど、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせる事象等が存在して

おります。

　このため、当社では、本年５月12日開催の取締役会において、親会社である近鉄グループホールディングス株式

会社を割当先とするＡ種種類株式の発行、ならびに合同会社あかりおよび合同会社まつかぜを割当先とするＢ種種

類株式の発行を決議し、合計400億円の第三者割当増資（本年６月30日効力発生）を予定しております。

　当社におきましては、本第三者割当増資により400億円の資金調達が見込まれ、本年６月30日には債務超過が解

消されるのに加え、「１ 経営方針、経営環境及び対処すべき課題等 (3）経営環境及び対処すべき課題」に記載の

とおり、中期経営計画の目標達成に向けた事業構造改革を引き続き推進していくこととしておりますので、継続企

業の前提に関する重要な不確実性は認められないと判断しております。

 

(2）自然災害、テロ、感染症等に関わるリスク

　国内外で大規模な地震、台風、豪雨、大規模テロ又は重大な感染症の拡大が発生した場合、関係地域への旅行が

キャンセルされ、さらに旅行の自粛や出控えが生じるため、当社グループの業績及び財政状態に大きな影響を及ぼ

す可能性があります。

 

(3）深刻な感染症に関わるリスク

　さらに今般の新型コロナウイルス感染症のように感染症の拡大が深刻化し、政府から外出の自粛要請等がなされ

た場合、広範囲にわたる旅行需要が長期間消失し、当社グループの業績及び財政状態に甚大な影響を及ぼします。

なお、対応策については、「１ 経営方針、経営環境及び対処すべき課題等 (3）経営環境及び対処すべき課題 ①

新型コロナウイルスの感染拡大の影響について」をご参照ください。

 

(4）情報セキュリティに関わるリスク

　当社では、ＩＴ企画部に情報セキュリティ対策の専門担当者を置き、同部の定める情報セキュリティ基準に従っ

て各部が対策を講じ、その遵守状況を監査部が監査することとしています。当社グループでは、この体制で情報セ

キュリティの向上を図っていますが、万一第三者によるサイバー攻撃等により、社内システムがダウンし、または

そのデータの消失・改ざん、個人情報の漏えい等が生じた場合は、業務の停止に加え、情報漏えいに伴う損害賠

償、信用失墜に伴う売上高の大幅な減少が生じ、当社グループの業績及び財政状態に重大な影響を及ぼす可能性が

あります。

 

(5）個人情報に関わるリスク

　当社グループは、顧客情報等大量の個人情報を取り扱うため、主要な子会社がプライバシーマークを取得するな

ど、個人情報の漏えい防止に万全を期していますが、万一大規模な情報漏えいが生じた場合は、顧客等への損害賠

償に加え、信用失墜により売上高が大幅に減少する恐れがあり、当社グループの業績及び財政状態に重大な影響を

及ぼす可能性があります。

 

(6）法的規制に関わるリスク

　当社グループは、旅行業法、景品表示法、消費者契約法等さまざまな法規制のもと事業を行っており、それらの

法令を遵守するための内部統制システムを整備していますが、法的規制の変更に十分な対応ができず、万一重大な

法令違反を冒した場合は、行政当局から営業停止処分等を受け売上高が減少するほか、ブランドイメージが毀損し

当社グループの事業の展開及び業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。
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(7）事業運営に関わるリスク

　従業員の手配ミス等により、重要な輸送機関・宿泊機関の予約、重要なチケットの入手ができなかった場合、損

害賠償請求を受ける恐れがあります。また、交通機関その他の業務委託先が事故や法令違反等を起こした場合も委

託先の選定責任等が問われ、損害賠償請求や旅行業法に基づく処分を受ける恐れがあります。当社グループでは、

様々な業務マニュアルを整備し、計画的な訓練を実施することでこれらの防止に努めていますが、万一大規模な手

配ミスや業務委託先による事故等が発生した場合は、当社グループの業務品質に対する信頼が低下し、ブランドイ

メージが毀損されますので、当社グループの業績及び財政状態に重大な影響を及ぼす可能性があります。

 

(8）情報システムに関わるリスク

　当社グループでは、旅行予約や乗車券、観光券の発券作業等、情報システムに依存している業務が多いため、そ

れらのシステムが重大な故障に見舞われた場合、長時間にわたり業務が滞る恐れがあります。そのため、当社グ

ループでは、システムの保守に留意し、クラウドサービスの利用、システムのオープン化、ネットワークの二重化

など様々な対策を講じていますが、万一重要なシステムに故障等が生じた場合は、当社グループの業績及び財政状

態に重大な影響を及ぼす可能性があります。

 

(9）人材の確保・育成に関わるリスク

　当社グループは、お客さまに感動と笑顔を呼ぶヒューマンサービスをモットーとするため、優秀な人材を継続的

に確保し計画的に育成していますが、労働市場等の影響を受けこれらが計画通り進まなかった場合、他社との競争

や事業活動に支障が生じ、当社グループの業績及び財政状態に大きな影響を及ぼす可能性があります。

 

(10）人口動態に関わるリスク

　当社グループは、売上高に占める国内顧客の割合が比較的高いため、国内人口の減少や少子高齢化が売上高の減

少につながる可能性があります。このため、訪日旅行事業の強化に取り組み、教育旅行事業のシェア拡大、アク

ティブ・シニアの旅行需要の深耕等に注力していますが、これらが計画どおり進展しない場合、当社グループの業

績及び財政状態に大きな影響を及ぼす可能性があります。

 

(11）経済状況に関わるリスク

　旅行事業は、主に個人の余暇を充実することを目的とするため、景気変動の影響を強く受ける傾向がありま

す。当社グループでは、法人需要の取込み、業際ビジネスの拡大に取り組むほか、訪日旅行、国際旅行の拡大を

図ることで、国内景気の影響を緩和するよう努めていますが、景気が想定以上に悪化し、個人消費が低迷した場

合は、当社グループの業績及び財政状態に大きな影響を及ぼす可能性があります。

 

(12）為替の変動に関わるリスク

　当社グループの海外旅行における地上費（ホテル代等）取引は、大半が米ドルをはじめとする外国通貨による

決済となっております。このため、先物為替予約を用いて契約時と決済時の為替変動による為替リスクをヘッジ

していますが、著しい為替変動が生じた場合は、当社グループの業績及び財政状態に影響が及ぶ可能性がありま

す。

 

(13）原油価格の高騰に関わるリスク

　原油価格が大幅に高騰した場合、燃油特別付加運賃（燃油サーチャージ）の上昇により海外旅行需要が減少す

ることとなりますので、当社グループの業績及び財政状態に影響が及ぶ可能性があります。

 

(14）訴訟に関わるリスク

　当社グループは、事業に関して訴訟を提起される可能性があります。訴訟の内容によっては、多額の損害賠償

を要求され、事業活動が制限される可能性がありますので、万一敗訴した場合等は、当社グループの業績及び財

政状態に影響が及ぶ可能性があります。

 

EDINET提出書類

ＫＮＴ－ＣＴホールディングス株式会社(E04348)

有価証券報告書

14/92



３【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）経営成績等の状況の概要

　当連結会計年度における当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）の財政状態、経営成績及び

キャッシュ・フロー（以下「経営成績等」という。）の状況の概要は次のとおりであります。

 

① 財政状態及び経営成績の状況

　当連結会計年度のわが国経済は、新型コロナウイルスの感染拡大に伴い、サービス業を中心に企業収益が大幅に

悪化するなど、極めて厳しい状況で推移いたしました。

　旅行業界におきましては、期を通じて海外旅行および訪日旅行を催行できず、国内旅行についても、令和２年７

月にスタートしたＧｏＴｏトラベルキャンペーンで一時活況を呈したものの、11月下旬に到来した新型コロナウイ

ルスの感染拡大第３波の影響を受け同キャンペーンが縮小・停止されたこともあり、その効果は限定的なものとな

りました。

　このような状況の下、当社グループは海外旅行および訪日旅行を原則中止としたほか、４月中旬から５月末まで

全旅行営業所を休業いたしました。６月に国内旅行の営業を再開した後は、感染症対策に徹底的に取り組んだ「ク

ラブツーリズム ニュースタイル」ツアーやオンラインを駆使した近畿日本ツーリストの「リモート修学旅行」な

ど、コロナ禍でも需要のある安全・安心の旅の販売に注力いたしました。さらに７月以降は、ＧｏＴｏトラベル

キャンペーンに呼応し国内旅行の販売に大いに取り組んだため、11月には一時国内個人旅行の売上高が前年同期を

上回る状況となりましたが、新型コロナウイルスの感染拡大第３波の影響により、12月28日にＧｏＴｏトラベル

キャンペーンが全国で停止され、さらに令和３年１月８日に２回目の緊急事態宣言が実施された結果、個人旅行の

キャンセル、修学旅行等団体旅行の中止が相次ぎ、非常に厳しい展開となりました。

　このような状況から、当社グループは、国や地方自治体から観光に関わる調査業務、姫路城や大河ドラマ館等の

運営業務、各種の事務局業務の受託等旅行業以外の収入確保に努めるとともに、人件費、事務所賃料、その他の費

用の削減に格段の努力を払いましたが、新型コロナウイルスによる長期の旅行需要消失の影響は甚大なものとなり

ました。これらにより、海外旅行の売上高は19億27百万円（前年同期比98.7％減）、国内旅行の売上高は641億37

百万円（前年同期比69.8％減）、その他事業の売上高は218億24百万円（前年同期比6.3％減）となりました。

 

　この結果、当連結会計年度の財政状態及び経営成績は次のとおりとなりました。

 

ａ．財政状態

　当連結会計年度末の資産合計は、主に受取手形及び営業未収金が増加したものの、現金及び預金、預け金およ

び旅行前払金などの減少により628億17百万円となり、前連結会計年度末に比較して278億13百万円（30.7％）の

減少となりました。一方、負債合計は、主に預り金が減少したものの、営業未払金、未払金などの増加により

724億71百万円となり、前連結会計年度末に比較して２億66百万円（0.4％）の増加となりました。

　当連結会計年度末の純資産は、親会社株主に帰属する当期純損失の計上等により△96億54百万円（前連結会計

年度末　184億25百万円）となりました。

　この結果、自己資本比率は△15.4％（前連結会計年度末　20.3％）、１株当たり純資産は△354.72円（前連結

会計年度末　672.25円）となりました。
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ｂ．経営成績

　期を通じて新型コロナウイルスによる長期の旅行需要消失の影響は甚大なものがあり、連結売上高は878億89

百万円（前年同期比77.2％減）、連結営業損失は270億82百万円（前期　営業損失16億８百万円）、連結経常損

失は167億27百万円（前期　経常損失14億15百万円）となり、希望退職の募集等に伴う事業構造改革関連費用、

ソフトウエア等の減損による特別損失の計上により、親会社株主に帰属する当期純損失は284億56百万円（前

期　親会社株主に帰属する当期純損失74億43百万円）となりました。

なお、新型コロナウイルス感染症の今後の広がりや収束時期等を含む仮定について、令和３年４月下旬から

の緊急事態宣言の再発出などにより、感染症対策と経済活動の両立を求められる厳しい事業環境は当面続くもの

と想定し、令和３年度につきましては、インバウンド旅客の入国制限は継続するものの、国内においてワクチン

が年度末までに徐々に普及するにつれて、経済活動が緩やかに回復すると仮定しております。

新型コロナウイルス感染症の収束時期は不確実であり、予測が困難ですが、このような仮定を踏まえ、連結

財務諸表作成日現在において入手可能な情報に基づき、当連結会計年度における会計上の見積り（繰延税金資産

の回収可能性および固定資産減損要否等の検討）を実施しております。

 

② キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前期に比較して243

億95百万円減少し238億５百万円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動による資金は241億67百万円の減少（前期は189億16百万円の減少）となりました。これは主に旅行前払

金の減少による影響で55億91百万円、未払金の増加による影響で30億59百万円、仕入債務の増加による影響で23億

97百万円、助成金の受取額の影響で83億30百万円それぞれ増加したものの、税金等調整前当期純損失の計上で276

億74百万円、売上債権の増加による影響で49億95百万円、預り金の減少による影響で49億83百万円それぞれ減少し

たためであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動による資金は３億１百万円の減少（前期は30億69百万円の減少）となりました。これは主に定期預金の

払戻による収入で４億89百万円、差入保証金の回収による収入で４億94百万円それぞれ増加したものの、固定資産

の取得による支出で14億45百万円減少したためであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動による資金は51百万円の減少（前期は41百万円の減少）となりました。これはリース債務の返済による

支出で50百万円減少したためであります。

 

③ 生産、受注及び販売の実績

　当社グループは、旅行業の単一セグメントであり受注生産形態をとらない商品が多いため生産規模および受注規

模を金額あるいは数量で示すことはしておりません。

 

（２）経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

　経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりでありま

す。

　なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。

　当社グループは旅行業の単一セグメントであるため、セグメントごとの財政状態及び経営成績の状況に関する認

識及び分析・検討内容についての記載を省略しております。
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① 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。この連結財務諸表の作成に当たり、有価証券、減価償却資産、貸倒引当金、繰延税金資産、退職給付に

係る資産、賞与引当金および旅行券等引換引当金等の計上について見積りを行っております。

　なお、見積りについては、過去の実績や現在の状況等に応じて合理的と考えられる要因等に基づき行っておりま

すが、見積り特有の不確実性があるため、実際の結果はこれらの見積りと異なる場合があります。

 

　主なものとしては次のとおりであります。

 

　繰延税金資産

　当社グループは、将来の課税所得を合理的に見積り、回収可能性を判断した上で繰延税金資産を計上しており

ます。将来の課税所得は過去の業績等に基づいて見積っているため、税制改正や経営環境の変化等により課税所

得の見積りが大きく変動した場合等には、繰延税金資産の計上額が変動する可能性があります（「第５ 経理の

状況 １ 連結財務諸表等 （1）連結財務諸表 注記事項 （重要な会計上の見積り）」をご参照ください。）。

　繰延税金資産の詳細については、「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 (１) 連結財務諸表 注記事項 (税効

果会計関係)」及び「第５ 経理の状況 ２ 財務諸表等 (１) 財務諸表 注記事項 (税効果会計関係)」をご覧くだ

さい。

 

② 当連結会計年度の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

ａ．経営成績等

1）経営成績

（売上高と営業損益）

　期を通じて新型コロナウイルスによる長期の旅行需要消失の影響は甚大なものがあり、前連結会計年度に比

べ、売上高は77.2％減の878億89百万円となりました。販売費及び一般管理費においては給与・賞与等の人件費

をはじめとする固定費、販管費全般の削減に努めましたが、営業損失は270億82百万円（前期　営業損失16億８

百万円）となりました。

（経常損益）

　当連結会計年度の営業外収益および営業外費用の純額は103億55百万円の収益超過となり、助成金収入と為替

差益の増加により前連結会計年度に比べ101億62百万円の増益となりましたが、当連結会計年度の経常損失は、

167億27百万円（前期　経常損失14億15百万円）となりました。

（親会社株主に帰属する当期純損益）

　当連結会計年度の特別利益および特別損失の純額は、特別損失として71億89百万円の事業構造改革関連費用や

36億49百万円の減損損失を計上したことにより109億47百万円の損失超過となりました。

　また、当連結会計年度の法人税、住民税及び事業税は55百万円、法人税等調整額は７億49百万円であり、非支

配株主に帰属する当期純損失を差し引いた当連結会計年度の親会社株主に帰属する当期純損益は、284億56百万

円（前期　親会社株主に帰属する当期純損失74億43百万円）の損失となりました。
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2）キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度のキャッシュ・フローの状況につきましては、「（１）経営成績等の状況の概要　②キャッ

シュ・フローの状況」に記載のとおりであります。

 

ｂ．経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

1）経営成績に重要な影響を与える要因について

　当社をとりまく環境としましては、国内における人口減少や高齢化、アジア諸国の経済発展、国を越えた人の

動きの活発化等内外の社会構造の変化が旅行業に影響を与えております。また、外資を含めたＯＴＡの事業拡

大、国内航空旅行を中心に柔軟に商品価格を変化させるテクノロジーを活用したプライシング機能等の新たな

サービスの進化等により事業環境は著しく変化しております。

　また、旅行市場は、政府の「観光立国」に向けた政策はあるものの、新型コロナウイルスによる感染症の拡大

など旅行需要を激減させる事態が継続しており、今後も混乱が残るものと予想されます。

　当社グループは、個人、団体の国内旅行、海外旅行の企画・販売をはじめ、海外からの訪日旅行を取り扱うた

め、国内、海外の安全性が損なわれる事態（自然災害、国際テロ、紛争および新興感染症等）が生じた場合や、

景況悪化による個人消費の落ち込み、天候や休日の日並びの良否等市場環境の変化などに起因し、経営成績に影

響を受ける可能性があります。

 

2）今後の見通し

　「１ 経営方針、経営環境及び対処すべき課題等」に記載のとおりであります。

 

ｃ．資本の財源及び資金の流動性

1）資金需要

　当社グループの資金需要は、営業活動については、旅行商品の企画販売にかかる宿泊機関・運輸機関・観光機

関等からの仕入、および人件費ならびに販売諸経費等の営業費用が主な内容であります。投資活動については、

システム投資をはじめとする設備投資が主な内容であります。

2）財務政策

　当社グループは現在、営業活動による資金需要、投資活動による資金需要いずれについても、内部資金により

調達しており、借入や社債発行等による外部からの資金調達は行っておらず、有利子負債の金額は僅少でありま

す。

　また、当社グループの各社の資金需要については当社が一元管理するとともに、グループ内における資金の効

率的活用を図るため、キャッシュマネジメントシステムによる国内子会社の余剰資金の集中および配分を行って

おります。

　なお、当社グループ全体の余剰資金は、親会社である近鉄グループホールディングス株式会社のキャッシュマ

ネジメントシステムに預入を行っております。

3）資金の状況

　当連結会計年度末における現金および現金同等物の残高の状況および今後の資金繰りを検討した結果、令和３

年７月31日までは主要取引銀行との間で300億円のコミットメントライン契約を締結しており、また令和３年６

月30日を払込期日として「社債型」優先株式による第三者割当増資による400億円の資金調達を予定しているこ

とから、当面の事業活動の継続性に懸念はありません。

 

ｄ．経営方針、経営戦略、経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

　当社グループが経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な経営指標（ＫＰＩ）としては、営業利益お

よび親会社株主に帰属する当期純利益を最も重要な指標と位置付けており、令和３年２月９日に公表した中期経

営計画におきましては、事業構造改革に掲げた各施策を確実に実行することにより早期に収支の改善を図り、令

和８年３月期には営業利益で130億円、親会社株主に帰属する当期純利益で110億円を計上することを目標として

おります。

 

 

４【経営上の重要な契約等】

　特記事項はありません。

 

５【研究開発活動】

　特記事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度の設備投資は、国内旅行ダイナミック・パッケージシステムの開発、Ｗｅｂサイトにてクーポン

（電子優待券）を発行するシステムの構築、および事務所設備の改装など設備投資額計は1,187百万円となりまし

た。

　上記設備投資の金額には、無形固定資産（ソフトウエア）に対する投資金額が含まれております。

　なお、当社グループは、旅行業の単一セグメントであるためセグメント情報の記載を省略しております。

 

２【主要な設備の状況】

(1）提出会社

会社名
（所在地）

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（名）

建物
土地

（面積㎡）
有形固定
資産その他

ソフト
ウエア

合計

本社

(東京都新宿区)
事務所設備 81

77

(50,922)
－ － 158 297

 

(2）国内子会社

会社名
（所在地）

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（名）

建物
土地

（面積㎡）
有形固定
資産その他

ソフト
ウエア

合計

クラブツーリズム株式会社

(東京都新宿区ほか)
事務所設備 － － 2 32 35

1,142

[832]

株式会社

近畿日本ツーリスト首都圏

(東京都新宿区ほか)

事務所設備 16 － － － 16 723

 

(3）在外子会社

会社名
（所在地）

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（名）

建物
土地

（面積㎡）
有形固定
資産その他

ソフト
ウエア

合計

KINTETSU INTERNATIONAL

EXPRESS(U.S.A.),INC.

(アメリカカリフォルニア州)

事務所設備 0
31

(136)
－ － 31 95

（注）１．帳簿価額には消費税等は含んでおりません。

２．帳簿価額の有形固定資産その他の内訳は、器具備品であります。

３．従業員数は就業人員であり[　］内は臨時従業員数で外数であります。

 

３【設備の新設、除却等の計画】

(1）重要な設備の新設等

会社名
（所在地）

設備の内容

投資予定金額
資金調達
方法

着手年月
完成予定
年月総額

（百万円）
既支払額
（百万円）

提出会社

(東京都新宿区)

国内旅行ダイナ

ミック・パッケー

ジシステムの開発

等

600 582 自己資金
令和元年

10月

令和３年

５月

 

(2）重要な設備の除却等

　特記事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 38,000,000

計 38,000,000

（注）令和３年６月16日開催の定時株主総会において定款の一部変更が行われ、同日付で新たな株式の種類としてＡ種

種類株式およびＢ種種類株式を追加し、以下のとおり発行可能種類株式総数を規定しております。なお、普通株

式の発行可能株式総数に変更はありません。

・Ａ種種類株式　150株

・Ｂ種種類株式　250株

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数(株）

（令和３年３月31日）
提出日現在発行数（株）
（令和３年６月16日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 27,331,013 27,331,013
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株

計 27,331,013 27,331,013 ─ ─

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

③【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

 発行済株式
 総数残高
  （株）

資本金増減額
 

（百万円）

資本金残高
 

（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成28年４月１日～

平成29年３月31日

（注）１

1,912,500 273,310,135 123 8,041 123 7,957

平成29年10月１日

（注）２
△245,979,122 27,331,013 － 8,041 － 7,957

（注）１．新株予約権の行使による増加

会社法第239条の規定に基づく新株予約権

発行価格　　　246百万円

資本組入額　　123百万円

２．平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合をもって株式併合を実施しております。
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（５）【所有者別状況】

       令和３年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満
株式の状況
（株）

 政府及び
 地方公共
　 団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 22 28 264 44 15 15,245 15,618 －

所有株式数

（単元）
－ 36,552 2,449 167,356 4,901 59 61,153 272,470 84,013

所有株式数の

割合（％）
－ 13.42 0.90 61.42 1.80 0.02 22.44 100.00 －

（注）１．自己株式は「個人その他」に84単元、「単元未満株式の状況」に51株含まれております。

２．証券保管振替機構名義の株式が「その他の法人」の中に２単元含まれております。

 

（６）【大株主の状況】
 

  令和３年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

近鉄グループホールディングス

株式会社

大阪府大阪市天王寺区上本町

六丁目１番55号
14,632 53.56

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社

（近畿日本鉄道株式会社

退職給付信託口）

東京都港区浜松町二丁目11番３号 1,900 6.95

近鉄バス株式会社 大阪府東大阪市小阪一丁目７番１号 479 1.76

株式会社日本政策投資銀行 東京都千代田区大手町一丁目９番６号 390 1.43

株式会社箱根高原ホテル 神奈川県足柄下郡箱根町元箱根164 380 1.39

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口）
東京都港区浜松町二丁目11番３号 281 1.03

株式会社近鉄エクスプレス 東京都港区港南二丁目15番１号 265 0.97

株式会社近鉄百貨店
大阪府大阪市阿倍野区阿倍野筋

一丁目１番43号
263 0.96

後藤　次郎 徳島県徳島市 162 0.60

株式会社日本カストディ銀行

（信託口５）
東京都中央区晴海一丁目８番12号 156 0.57

計 ― 18,912 69.22

　（注）日本マスタートラスト信託銀行株式会社（近畿日本鉄道株式会社退職給付信託口）、日本マスタートラスト信託

銀行株式会社（信託口）および株式会社日本カストディ銀行（信託口５）は、信託業務に係る株式数です。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    令和３年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式
普通株式 8,400

完全議決権株式（その他） 普通株式 27,238,600 272,386 同上

単元未満株式 普通株式 84,013 － 同上

発行済株式総数  27,331,013 － －

総株主の議決権  － 272,386 －

　（注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式200株（議決権２個）が含まれてお

ります。

２．「単元未満株式」の欄には当社所有の自己株式51株が含まれております。

 

②【自己株式等】

    令和３年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式　
総数に対する
所有株式数の
割合（％）

（自己保有株式）      

ＫＮＴ－ＣＴ

ホールディングス株式会社

東京都新宿区西新宿

二丁目６番１号
8,400 － 8,400 0.03

計 ― 8,400 － 8,400 0.03

 

EDINET提出書類

ＫＮＴ－ＣＴホールディングス株式会社(E04348)

有価証券報告書

22/92



２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　会社法第192条第１項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による取得

区分 株式数（株） 価額の総額（百万円）

当事業年度における取得自己株式 600 0

当期間における取得自己株式 134 0

　（注）当期間における取得自己株式には、令和３年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含めておりません。

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（百万円）

株式数（株）
処分価額の総額
（百万円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、株式交付、会社分割に係る

移転を行った取得自己株式
－ － － －

その他

（―）
－ － － －

保有自己株式数 8,451 － 8,585 －

　（注）当期間における保有自己株式数には、令和３年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めておりません。

 

３【配当政策】

　当社は、株主の皆さまに対する利益還元を経営の最重要政策と位置付け、今後さらなる成長戦略の推進と経営基盤

の強化を図ることにより、内部留保の充実も勘案しつつ、安定配当を行うことを経営の基本方針としております。当

社の剰余金の配当は年１回の期末配当を基本としており、その決定機関は株主総会であります。なお、当社は取締役

会の決議によって、会社法第454条第５項に規定する中間配当（基準日は９月30日とする。）をすることができる旨

を定款に定めております。

　当連結会計年度において、新型コロナウイルスによる感染症の影響等により多額の純損失を計上することとなり、

繰越利益剰余金がマイナスとなったことから、誠に遺憾ではございますが、期末配当につきましては見送りとさせて

いただくことになりました。

　今後につきましては、安定的に利益を出せる体質を構築して、株主の皆さまに早期に配当できるよう努めてまいり

ます。
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４【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの概要】

① コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

（イ）株主の権利・平等性の確保

　当社では、株主の権利や平等性を確保するため、取締役会決議で定めたコンプライアンス・ポリシーに従い、

投資判断に影響を及ぼす重要な情報が生じた場合は、公平かつ正確に公表しております。株主総会については、

株主との対話のための重要な場と認識し、招集通知を会日の原則として概ね３週間前に発送するとともに、株主

からの質問には丁寧に回答することとしております。また、一般の株主と利益相反の生じるおそれのない２名の

独立社外取締役と１名の独立社外監査役を選任し、経営陣の業務執行状況を監督する体制を整え、一般株主、非

支配株主の権利が不当に害されないようにしております。

（ロ）株主以外のステークホルダーとの適切な協働

　当社では、グループの経営ビジョンやコンプライアンス・ポリシー等を制定し、お客さま、取引先、社会、投

資家、従業員とのあるべき関係を規定して、様々なステークホルダーとの適切な協働に努めております。経営陣

はこのような企業風土の醸成に努め、社会の構成員としての責任を果たすべく各種の施策を推進しております。

（ハ）適切な情報開示と透明性の確保

　当社では、コンプライアンス・ポリシーに、投資家に対して事業内容を正しく説明する責任を負っていること

を明示し、法令に基づく開示に該当しない事項についても、重要と判断した事項については、当社ウェブサイト

等で適時、適切に公表しております。また、公表資料については、正確性、内容の分かりやすさに留意してお

り、適時開示資料はすべて取締役会の承認を得ております。

（ニ）取締役会等の責務

　当社は、持株会社として個々の業務執行の権限を傘下の事業会社に委譲し、その監督とグループ全体の基本方

針及び基本戦略の立案を取締役会の重要な役割の一つとしております。グループ全体の管理に当たっては、中期

経営計画を重要な管理ツールとし、事業会社の経営陣幹部による適切なリスクテイクと中長期的な企業価値の向

上を促しております。

（ホ）株主との対話

　当社では、株主からの質問に対してはＩＲ等の専門の担当者が丁寧に対応し、要望事項等は総務広報部ほかの

関係部門で共有のうえ、可能な限り対応しております。また、原則として年１回ＩＲ説明会及び決算説明会を開

催し、当社の経営方針・経営計画について株主・投資家の理解が得られるよう努めております。加えて株主・投

資家・アナリスト等から面談の要請があった場合には関係部門が連携し、必要な対応を実施しております。

② 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

（イ）会社の機関の内容

　当社グループは、国内外の法令遵守及び企業倫理の徹底を図ることが経営の根幹であり、透明度の高い公正な

経営体制を構築することが重要な経営課題であると捉え、コーポレート・ガバナンスの向上に取り組んでおりま

す。以下の体制は、当社グループの事業規模・事業内容に合致し、広範な見地からの意見、事業責任者等の実務

的な意見をバランスよく取り入れることを可能にすることで、慎重な経営判断と監督機能の強化につながってお

ります。また、一方でグループ経営会議については、取締役会による授権の範囲内で常勤役員による迅速な意思

決定を可能としており、経営の効率化につながっております。当社は、このような理由から現状のガバナンス体

制を採用しております。

(a）取締役会

　取締役は、８名でありますが、そのうち社外取締役は２名、常勤取締役は５名であります。

　取締役会は、原則として毎月１回、年間12回の定例取締役会を開催するほか、必要に応じて臨時取締役会を開

催しております。

（構成員の氏名）

　取締役社長　米田昭正 <議長>、専務取締役　小山佳延、同　三宅貞行、常務取締役　西本伸一、

同　瓜生修一、取締役　小林哲也、取締役（社外）髙橋　洋、同　堀　泰則

　なお、監査役（常勤、社外）米田宗弘、監査役（常勤）今井克彦、監査役（社外）河崎雄亮、同　若松敬之

は、取締役会の招集を受け出席しております。

(b）監査役会

　監査役は４名、うち社外監査役が３名で、経営監督機能の強化を図っております。監査役会は、原則として毎

月１回、年間13回（11月は２回）の定例監査役会を開催するほか、必要に応じて臨時監査役会を開催しておりま

す。

（構成員の氏名）

　監査役（常勤、社外）米田宗弘 <議長>、監査役（常勤）今井克彦、監査役（社外） 河崎雄亮、同　若松敬之
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(c）人事・報酬諮問委員会

　取締役の人事・報酬について独立社外役員の助言・関与を受けるため、人事・報酬諮問委員会を設置しており

ます。同委員会は、取締役会及び取締役社長の諮問機関として取締役の人事案（取締役候補者としての指名、役

付役員の選定、担当業務の決定）及び取締役の報酬案について審議し、その結果を取締役会に報告します。

（構成員の氏名）

　取締役社長　米田昭正 <議長>、取締役（社外）髙橋　洋、同　堀　泰則、監査役（社外）河崎雄亮

(d）グループ経営会議

　常勤役員の情報共有、取締役会に付議すべき事項その他の重要事項についての慎重な経営判断と取締役会の授

権の範囲内で迅速な意思決定が行えるよう、常勤取締役を主要な構成員とするグループ経営会議を設置しており

ます。

　グループ経営会議は、社長室部長が議長となり、原則として隔週に開催しております。

（構成員の氏名）

　取締役社長　米田昭正、専務取締役　小山佳延、同　三宅貞行、常務取締役　西本伸一、同　瓜生修一

　なお、監査役（常勤、社外）米田宗弘、監査役（常勤）今井克彦ならびに常務執行役員　泉川邦充、

執行役員　伊藤浩一、同　青木淑浩、同　安岡宗秀、同　小野　睦、同　村上さちえ、同　近藤基幸、

同　片本義也、同　勝山秀美は、グループ経営会議の招集を受け出席しております。

（ロ）内部統制システム（リスク管理体制を含む。）の整備の状況

(a）当社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　当社の事業活動における法令、社会規範及び社内諸規程の遵守に関する基本方針として「コンプライアン

ス・ポリシー」を制定し、これを周知させるための措置をとっております。

　また、法令、社会規範及び社内諸規程に則った企業行動を確保するため、社長が組織する「コンプライアン

ス・リスクマネジメント委員会」の下に「コンプライアンス部会」を置き、個別事案に関する検討及び対応方

針の決定を行うとともに、計画的に社内研修等を実施しております。

　さらに、法令、社会規範及び社内諸規程に反する行為が発生した、あるいは発生するおそれがある場合に、

これを早期に発見し是正するため、使用人ほか社内外からの通報や相談を受け付ける「ヘルプライン」を設け

ております。

　反社会的勢力との関係については、これを一切持たず、不当な要求には毅然とした対応をとることとし、そ

の旨を「コンプライアンス・ポリシー」に明示しております。

　金融商品取引法に基づく財務報告に係る内部統制については、財務報告を法令等に従って適正に作成するこ

との重要性を十分に認識し、必要な体制等を適切に整備、運用しております。

　なお、法令、社会規範及び社内諸規程の遵守の状況に関し、「監査部」による内部監査を実施しておりま

す。

(b）当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　「文書規程」「文書保管保存規則」「機密情報管理規程」「情報セキュリティ管理規程」等の社内規程を整

備し、これらに則った情報の適切な保存及び管理を実施しております。

　「監査部」は、情報の保管・保存が適切に処理または実行されているか否かを審査しております。

(c）当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　事業活動等に伴うリスクを適切に管理するため、「コンプライアンス・リスクマネジメント委員会」の下に

「リスク管理部会」を置き、個別事案に関する検討及び対応方針の決定を行うほか、リスク洗い出しのための

「リスクアセスメント会議」を定期的に開催しております。

　また、特に重要性が高い情報セキュリティに関わるリスクについては、社長が組織する「情報セキュリティ

委員会」及びその下に置く「情報セキュリティ部会」において、個別事案に関する検討及び対応方針の決定を

行っております。

　なお、リスクを含む重要な案件については必要に応じ取締役会または「グループ経営会議」において審議を

行っております。

(d）当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　取締役会決議により、適正な業務組織と分掌事項及び取締役と執行役員の担当業務を明確に定めておりま

す。また、業務執行を統括する社長の下、業務を執行する取締役及び執行役員に対して、相互牽制の観点にも

配慮しつつ、必要に応じて一定の基準により決裁権限を委譲しております。

　なお、効率的な意思決定と情報の共有を図るため、常勤の取締役等で構成される「グループ経営会議」を置

いております。

　日常の業務処理については、基準となるべき社内規程等を整備しております。また、業務改善の促進や経営

効率の向上等に資するため、「監査部」による内部監査を実施しております。
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(e）当社ならびにその親会社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

ⅰ　子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　子会社において、法令、社会規範及び社内諸規程の遵守に関する基本指針として、「コンプライアン

ス・ポリシー」を制定し、これを周知させるための措置をとっております。また、子会社において、その

事業規模に応じ、「リスク管理委員会」または「コンプライアンス管理者」を置くほか、計画的に社内研

修等を実施しております。

　子会社の法務、経理関係業務に加え、法令、社会規範及び社内諸規程の遵守のため各社が行う教育及び

研修については、当社の担当部署が必要に応じて支援、指導を行います。また、法令、社会規範及び社内

諸規程に反する行為に関し、子会社の役員及び使用人からの通報や相談を受け付ける体制を整備しており

ます。

　さらに、当社の内部監査部門は、子会社を対象とした監査を各社の内部監査部門または関係部門と連携

して随時実施し、法令、社会規範及び社内諸規程の遵守状況の確認等を行うとともに、各社と相互に情報

交換を行っております。

　また、当社と親会社との間で利益の相反する取引を実施するに当たっては、親会社以外の株主の利益に

配慮し、取締役会において慎重に検討を行っております。

ⅱ　子会社の取締役の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

　「関係会社管理規程」に基づき、子会社に関する一定の基準に該当する事項については、「グループ経

営会議」の承認を要することとするほか、子会社からの情報収集を適時適切に行い、業務の実態を正確に

把握するとともに、これを評価、是正するため、必要に応じて当社の「監査部」等による監査を実施する

体制を整備しております。

ⅲ　子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　当社グループにおける事業活動等のリスクを適切に管理するため、「関係会社管理規程」に基づき、子

会社におけるリスクを含む重要な案件について情報を収集し、必要に応じて取締役会その他の会議体にお

いて審議を行っております。また、特に重要と判断したリスクの管理については、グループ横断的な管理

体制を整備しております。

ⅳ　子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　子会社の業務執行について、当社「グループ経営会議」及び取締役会による承認の要否を定め、重要事

項を除いて各社が迅速に業務を執行できる体制を整備しております。また、グループ各社間の業務の連携

及び調整については、当社がグループ全体の企業価値向上の観点から適宜行うとともに、各社の法務、経

理関係業務については、当社の担当部署が必要に応じて支援、指導を行っております。

③ 責任限定契約の内容の概要

　当社は、独立社外取締役である髙橋　洋氏及び堀　泰則氏ならびに独立社外監査役である河崎雄亮氏と会社法

第427条第１項及び定款の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しておりま

す。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額であります。

④ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要

　当社は、役員を被保険者とする役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しており、費用は当社が全額

負担しております。当該保険契約は、会社の役員としての業務につき行った行為に起因して被保険者に対して損

害賠償請求がなされたことにより被保険者が被る損害や被保険者が会社に対して法律上の損害賠償責任を負担す

る場合に被る損害等を填補することとしております。ただし、被保険者の故意、違法な私的利益供与、犯罪行為

等による賠償責任については填補の対象としない旨の免責条項を付しており、役員の職務の適正性が損なわれな

いように措置を講じております。

⑤ 取締役会で決議できる株主総会決議事項

　当社は、機動的な自己株式の買受けを可能とするため、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決

議によって市場取引等により自己の株式を取得することができる旨を定款で定めております。

　また、株主への機動的な利益還元を可能とするため、取締役会の決議によって、毎年９月30日を基準日として

中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。

⑥ 取締役の定数

　当社の取締役は５名以上とする旨を定款に定めております。

⑦ 取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。

　なお、取締役の選任決議は、累積投票によらないものとしております。

⑧ 株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３

分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めております。

　これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的

とするものであります。
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（２）【役員の状況】

① 役員一覧

男性　12名　女性　－名　（役員のうち女性の比率－％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役社長

（代表取締役）
米田　昭正 昭和35年２月12日

 
昭和57年４月 近畿日本鉄道株式会社（現近鉄グループホール

ディングス株式会社）入社

平成16年５月 KINTETSU ENTERPRISES CO.OF AMERICA取締役

平成20年９月 同社取締役社長

平成24年６月 株式会社近鉄ホテルシステムズ（現株式会社近

鉄・都ホテルズ）取締役

平成27年４月 同社常務取締役

平成28年６月 近鉄グループホールディングス株式会社取締役

常務執行役員

令和元年６月 当社取締役社長（現）
 

※１ 8,400

専務取締役

（代表取締役）

社長室担当

小山　佳延 昭和36年12月９日

 
昭和57年３月 当社入社

平成19年６月 クラブツーリズム株式会社執行役員

平成20年６月 同社取締役

平成23年６月 同社専務取締役

平成25年１月 当社取締役

平成25年６月 クラブツーリズム株式会社取締役社長

令和元年６月 当社常務取締役

令和２年６月 当社専務取締役（現）
 

※１ 15,450

専務取締役

（代表取締役）

経理部担当

三宅　貞行 昭和34年９月13日

 
昭和58年４月 近畿日本鉄道株式会社（現近鉄グループホール

ディングス株式会社）入社

平成27年４月 同社経理部長 兼 近畿日本鉄道株式会社経理部

長

平成28年６月 近鉄不動産株式会社取締役経理本部長

平成29年６月 近鉄グループホールディングス株式会社取締役

常務執行役員

平成30年６月 近畿車輛株式会社監査役

令和元年６月 近畿日本鉄道株式会社取締役常務執行役員

令和２年６月 当社専務取締役（現）
 

※１ 5,200

常務取締役

総務広報部および

監査部担当

西本　伸一 昭和37年３月６日

 
昭和60年４月 近畿日本鉄道株式会社（現近鉄グループホール

ディングス株式会社）入社

平成19年11月 株式会社近鉄エクスプレス総務部部長

平成20年11月 近畿日本鉄道株式会社グループ事業本部事業管

理部長

平成25年５月 株式会社近鉄百貨店総務本部本部長

平成27年７月 当社総務広報部長

平成28年３月 当社取締役

令和２年６月 当社常務取締役（現）
 

※１ 1,400

常務取締役

ＩＴ企画部担当、

グループ事業戦略

本部長

瓜生　修一 昭和35年３月25日

 
昭和57年４月 当社入社

平成25年１月 当社執行役員

平成29年６月 当社取締役

平成30年４月 株式会社ＫＮＴ－ＣＴウエブトラベル取締役社

長

令和２年６月 当社常務取締役（現）

令和３年４月 株式会社ＫＮＴ－ＣＴ・ＩＴソリューションズ

取締役社長（現）
 

※１ 3,629
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役 小林　哲也 昭和18年11月27日

 
昭和43年４月 近畿日本鉄道株式会社（現近鉄グループホール

ディングス株式会社）入社

平成13年６月 同社取締役

平成15年６月 同社常務取締役

平成17年６月 同社専務取締役

平成19年６月 同社取締役社長

平成26年３月 当社取締役

平成27年４月 近鉄グループホールディングス株式会社取締役

会長

平成28年３月 当社取締役会長

令和元年６月 当社取締役（現）

令和２年６月 近鉄グループホールディングス株式会社取締役

会長グループＣＥＯ（現）
 

※１ 2,000

取締役 髙橋　洋 昭和29年９月３日

 
昭和52年４月 日本開発銀行（現株式会社日本政策投資銀行）

入行

平成13年６月 日本政策投資銀行プロジェクトファイナンス部

長

平成19年６月 同行理事

平成20年10月 株式会社日本政策投資銀行取締役常務執行役員

平成23年６月 スカイネットアジア航空株式会社（現株式会社

ソラシドエア）取締役社長

平成29年６月 当社取締役（現）

株式会社日本経済研究所取締役社長（現）

株式会社価値総合研究所取締役会長

令和２年６月 飯野海運株式会社監査役（社外、現）
 

※１ -

取締役 堀　泰則 昭和23年４月６日

 
昭和50年９月 株式会社ひだホテルプラザ入社

平成13年２月 同社取締役社長

平成25年12月 同社取締役会長（現）

令和元年６月 当社取締役（現）
 

※１ -

監査役

（常勤）
米田　宗弘 昭和32年３月８日

 
昭和54年４月 近畿日本鉄道株式会社（現近鉄グループホール

ディングス株式会社）入社

平成22年11月 株式会社近鉄ホテルシステムズ（現株式会社近

鉄・都ホテルズ）取締役

平成23年６月 同社常務取締役

平成24年６月 近畿日本鉄道株式会社執行役員

平成25年12月 株式会社近鉄旅館システムズ取締役社長

平成27年４月 株式会社近鉄・都ホテルズ専務取締役

平成29年８月 近鉄保険サービス株式会社取締役社長

令和元年６月 当社監査役（常勤）（現）
 

※２ 800

監査役

（常勤）
今井　克彦 昭和33年12月20日

 
昭和56年４月 当社入社

平成21年１月 当社執行役員

平成22年３月 当社取締役

平成25年12月 株式会社ＫＮＴビジネスクリエイト取締役社長

平成28年３月 当社監査役（常勤）（現）
 

※２ 2,000

監査役 河崎　雄亮 昭和29年６月21日

 
昭和59年10月 監査法人朝日会計社（現有限責任 あずさ監査法

人）入社

平成22年６月 同法人代表社員

平成28年７月 河崎雄亮公認会計士事務所開業

平成29年６月 当社監査役（現）

 株式会社近鉄エクスプレス監査役（現）
 

※２ -
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

監査役 若松　敬之
昭和30年９月21日

 

 
昭和55年４月 近畿日本鉄道株式会社（現近鉄グループホール

ディングス株式会社）入社

平成19年６月 近鉄不動産株式会社執行役員
 

平成24年12月 近鉄住宅管理株式会社取締役
 

平成27年４月 同社常務取締役
 

平成28年11月 近鉄不動産株式会社取締役
 

平成29年６月 同社常務取締役
 

平成30年６月 同社監査役（現）
 

令和元年６月 当社監査役（現）
  

※２ 100

計 38,979

（注）１．任期（※１）は、令和３年６月16日開催の定時株主総会終結の時から令和４年６月開催予定の定時株主総会

終結の時までであります。

２．任期（※２）は、令和元年６月19日開催の定時株主総会終結の時から令和５年６月開催予定の定時株主総会

終結の時までであります。

３．取締役髙橋　洋および同堀　泰則は、社外取締役であります。

４．監査役米田宗弘、同河崎雄亮および同若松敬之は、社外監査役であります。

 

② 社外役員の状況

　当社の社外取締役は２名、社外監査役は３名であります。

社外取締役の髙橋　洋氏及び堀　泰則氏は、ともに経営者としての豊富な経験と高い識見を有しており、広

範な見地から経営全般に関する助言をいただいています。

また、社外監査役の河崎雄亮氏は、高い識見に加え、公認会計士としての財務及び会計に関する専門的な知

見を有しており、当社の監査業務の強化を果たしていただいております。また、社外監査役の米田宗弘氏につ

いては経営者としての豊富な経験、同若松敬之氏については総務、監査業務に関する専門的な知見をそれぞれ

有しており、同じく当社の監査業務の強化を果たしていただいています。

社外役員と当社の間には、重要な人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はありません。な

お、社外監査役の米田宗弘氏は、当社の特定関係事業者の業務執行者を務めた経歴があり、若松敬之氏は現に

特定関係事業者の監査役を務めています。

　当社は、社外取締役及び社外監査役のうち、次の各項目のいずれにも該当しない者を独立社外役員として認

識しており、社外取締役の髙橋　洋氏、同堀　泰則氏及び社外監査役の河崎雄亮氏を独立役員として東京証券

取引所に届け出ております。

(a)当社及び当社の子会社（以下、「当社グループ」という。）の業務執行取締役、執行役員及び使用人

(b)親会社の取締役、監査役、執行役員及び使用人

(c)兄弟会社（当社と親会社を同一にする会社）の業務執行取締役、執行役員及び使用人

(d)当社グループの会計監査人である監査法人に所属する公認会計士

(e)最近３年内に当社グループから1,000万円以上の金銭その他の財産上の利益を受けている弁護士、公認会計

士、税理士またはコンサルタント等

(f)最近３年内に当社グループから年間1,000万円以上の寄付を受けている法人、団体等の業務執行者

(g)過去に１度でも(a)に該当していた者

(h)最近５年内に(b)または(c)に該当していた者

(i)上記(a)～(h)の配偶者または二親等内の親族もしくは同居の親族

 

③ 社外取締役又は社外監査役による監督又は監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携並びに内

部統制部門との関係

　当社は、これらの社外役員に対して、社外取締役については総務広報部が、社外監査役については監査役室

がそれぞれ窓口になり、情報の共有を図っております。さらに社外監査役については、内部監査及び会計監査

人による監査との連携を図るため、監査の報告会に同席いただいております。
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（３）【監査の状況】

①　監査役の監査に関する体制

ⅰ　当社の監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項

　当社の監査役会および監査役の監査に関する事務を処理するため、「監査役室」を置いております。

ⅱ　当該使用人の当社の取締役からの独立性に関する事項

　「監査役室」所属の使用人は監査役の指揮を受け、その異動および評価については常勤の監査役の同意

を得ております。

ⅲ　当社の監査役の当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

　「監査役室」所属の使用人は、当社の取締役および執行役員ならびにその指揮下にある使用人を介さ

ず、当社の監査役から直接指示を受け、また当社の監査役に直接報告を行っております。

ⅳ　当社の監査役への報告に関する体制

ａ．当社の取締役および使用人が当社の監査役に報告をするための体制

　当社の取締役、執行役員および使用人は、監査役に対して、業務執行に係る文書その他の重要な文書を

回付するとともに、法定事項のほか、事業等のリスクその他の重要事項の発生を認識する都度、速やかに

その内容を報告しております。また、監査役が職務の必要上報告および調査を要請した場合には、積極的

にこれに協力しております。

　さらに、業務執行取締役および執行役員は、常勤の監査役と定期的に面談し、業務に関する報告等を

行っております。

　このほか、当社の内部監査部門は、内部監査の結果を定期的に監査役に報告しております。また、「ヘ

ルプライン」において、法令、社会規範および社内諸規程に反する通報や相談を受け付けた場合に、その

内容を速やかに当社の監査役に報告します。

ｂ．子会社の取締役、監査役および使用人またはこれらの者から報告を受けた者が当社の監査役に報告をす

るための体制

　子会社の取締役、監査役および使用人は、当社の監査役から求めがあった場合に事業に関する報告およ

び調査を行い、積極的にこれに協力するほか、内部統制上重要な事項が生じた場合には「関係会社管理規

程」に基づき報告しております。また、当社の取締役、執行役員および使用人は、子会社から報告を受け

た事項について、必要に応じ当社の監査役に報告しております。

ⅴ　当社の監査役に報告をした者が不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

　「内部通報制度規則」において、当社の監査役に報告をしたことにより不利益な扱いをしてはならない

ことを明確に定めるなど、必要な措置をとっております。

ⅵ　当社の監査役の職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

　当社の監査役から、その職務の執行について、費用の前払い、支出した費用および利息の償還、負担し

た債務の債権者に対する弁済等が請求された場合は、監査役の職務の執行に不要なものであることが明白

なときを除き、速やかにその請求に応じています。

ⅶ　その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　当社の常勤の監査役は、「グループ経営会議」等の当社の重要な会議に出席し、意見を述べることがで

き、監査役会は、必要に応じて取締役、執行役員、使用人および会計監査人その他の関係者の出席を求め

ることができます。
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※会社の機関・内部統制の関係図

②　監査役監査の状況

ⅰ　組織・人員

　当社の監査役は４名で、そのうち３名が当社とは特別の利害関係のない社外監査役であります。また、

常勤の監査役を２名選定しております。

　常勤監査役の米田宗弘氏は長年にわたり、近鉄グループのホテル、レジャー事業等の経営に携わり、豊

富な経験と高い識見を有しております。

　同常勤監査役の今井克彦氏は当社取締役として人事部を担当した経験を有し、現在は当社監査役（常

勤）として当社グループの監査を実施しております。

　非常勤監査役の河崎雄亮氏は、公認会計士として幅広い経験と高い識見を有しております。

　同非常勤監査役の若松敬之氏は、総務、監査業務に関し幅広い知識と経験があり当社業務への理解も有

しております。

　なお、監査役会および監査役監査に関する事務を行う専任部署として監査役室を設置しております。

ⅱ　監査役会の活動状況

　監査役会は、原則として毎月１回（11月は２回）、年間13回の定例監査役会を開催するほか、必要に応

じて臨時監査役会を開催することとしております。当事業年度においては各監査役とも、そのすべてに出

席しております。

　また、監査報告の作成、常勤監査役の選定及び解職、監査の方針・業務及び財産の状況の調査の方法そ

の他監査役の職務の執行に関する事項の決定を主な検討事項としております。

ⅲ　監査役の主な活動

　監査役は取締役会に出席するほか、監査役会で定めた監査役監査規程に基づき監査を実施するととも

に、会計監査人や監査部から適宜報告を受け、監査役会において検討を行っております。

　また、常勤監査役は、取締役会以外の重要な会議にも出席し、業務執行報告書等の回付を受け、主要な

子会社における事業所の業務及び財産の状況を調査するなど日常的に監査しており、監査役会において非

常勤監査役に定期的に報告をしております。

ⅳ　内部監査および会計監査人との相互連携

　監査役と監査部は、随時、相互に情報交換を行うなど緊密な連携を保っており、また会計監査人と監査

役においても、随時、監査の所見や関連情報の交換を行っております。

 

③　内部監査の状況

　内部監査を行う専任部署として監査部（11名）を設置し、業務の適法性および効率性の観点から内部監査を実

施・報告し業務改善を図っております。

　監査部は、年間の監査計画に基づき、子会社の支店等の業務活動全般および各部の策定する年度計画、個別戦

略等の進捗状況に関して手続の妥当性や業務実施の有効性などについて内部監査を実施し、業務改善に向けた具

体的な助言、指導を行っております。監査結果については、常勤の取締役および監査役が出席する「グループ経

営会議」で報告する体制をとっております。
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④　会計監査の状況

ａ．監査法人の名称

有限責任 あずさ監査法人

 
ｂ．継続監査期間

昭和50年以降

　上記は、当社が新規上場した際に提出した有価証券届出書における監査対象期間より前の期間について

は調査が著しく困難であったため、有価証券届出書における監査対象期間以降の期間について記載したも

のです。実際の継続監査期間は、この期間を超える可能性があります。
 

ｃ．業務を執行した公認会計士

指定有限責任社員 業務執行社員 宮木 直哉

指定有限責任社員 業務執行社員 和田 安弘

指定有限責任社員 業務執行社員 清水 俊直

 
ｄ．監査業務に係る補助者の構成

監査業務にかかる補助者は、公認会計士22名、会計士試験合格者等５名およびその他13名であります。
 

ｅ．監査法人の選定方針と理由

　当社は会計監査人を選定するにあたり、会社法第340条第１項各号に定める事項のいずれにも該当してい

ないこと、会計監査人として独立性および専門性を有していること、公認会計士・監査審査会による検査

の結果、重要な不備が認められないこと等の理由により有限責任 あずさ監査法人を選定しております。た

だし、会計監査人の職務の遂行の状況その他の事情を勘案して、必要と認められる場合には、株主総会に

おける会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容の決定を行う方針です。

 

⑤　監査報酬の内容等

ⅰ　監査公認会計士等に対する報酬の内容

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく
報酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく
報酬（百万円）

提出会社 127 5 124 －

連結子会社 16 1 16 －

計 143 6 140 －

当社における前連結会計年度の非監査業務の内容は、「収益認識に関する会計基準」適用に関する検討支援業

務であります。

また、連結子会社における前連結会計年度の非監査業務の内容は、旅行業登録更新に伴う手続業務でありま

す。

 

ⅱ　監査公認会計士等と同一のネットワーク（ＫＰＭＧグループ）に対する報酬（ⅰを除く）

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく
報酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく
報酬（百万円）

提出会社 － － － －

連結子会社 9 16 5 11

計 9 16 5 11

連結子会社における前連結会計年度の非監査業務の内容は、税務関連支援業務および「顧客との契約から生じ

る収益」適用に関する検討支援業務等であり、当連結会計年度の非監査業務の内容は、税務関連支援業務およ

びＡＰＡ年次報告書作成業務であります。

 

ⅲ　その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

該当事項はありません。
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ⅳ　監査報酬の決定方針

　監査報酬の決定方針については特に定めておりませんが、監査法人より提示された監査計画および監査報酬

見積額が、当社の事業内容や事業規模、前年度の監査実績等に照らし適正であるかどうか総合的に検討し、監

査役会の同意を得て決定しております。

 

ⅴ　監査役会が会計監査人の報酬等に同意した理由

　監査役会は、会計監査人から監査計画および監査報酬見積を受領し、その内容に関して前年度の監査実績の

分析・評価結果との整合性を確認し、総合的に判断した結果、妥当と認めました。
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（４）【役員の報酬等】

① 役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

（イ）役員の報酬等についての株主総会の決議に関する事項

取締役の報酬の額は、平成11年３月30日開催の定時株主総会において、月額報酬総額18,000千円以内（使用

人兼務取締役の使用人給与は含まない。）と決議されております。当該定時株主総会後の取締役の員数は、17

名であります。

また、監査役の報酬の額は、平成７年３月30日開催の定時株主総会において、月額報酬総額4,500千円以内

と決議されております。当該定時株主総会後の監査役の員数は、３名であります。

（ロ）取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

(a) 方針の決定方法

当社の取締役会は、独立社外取締役および独立社外監査役が過半数を占める人事・報酬諮問委員会（令和

元年５月10日開催）に諮問し同意を得たうえ、令和元年６月19日に取締役の個人別の報酬等の内容に係る決

定方針（以下「取締役の報酬制度」という。）を決議いたしました。

(b) 取締役の報酬制度の概要

（常勤取締役）

　報酬は月次の金銭報酬のみで、固定報酬および業績連動報酬からなります。両報酬の構成割合は、50％ず

つを基準としております。

ⅰ固定報酬

　取締役の役職に応じて決定しており、使用人兼務役員の使用人分給与を含みます。

ⅱ業績連動報酬

　業績連動報酬は、連結業績の向上に向けたインセンティブを働かせるため、連結営業利益および親会社

株主に帰属する当期純利益を業績指標とし、業績連動報酬の基準額（固定報酬と同額）に、上記の指標に

応じた乗数を乗じて業績連動報酬を算定しています。なお、株主に対する配当を実施するまで業績連動報

酬の増額は行わないこととしております。

　当連結会計年度の業績連動報酬算定の基礎とした第83期（令和２年３月期）の連結営業損益および親会

社株主に帰属する当期純損益は、以下のとおりであります。

連結営業損失 1,608百万円
親会社株主に帰属

する当期純損失
7,443百万円

　このほか、中長期の業績向上に向けたインセンティブを働かせるため、常勤取締役は、職位に応じた金

銭を自ら拠出して当社株式のるいとう（累積投資制度）に投資することとしております。

（非常勤取締役<子会社の常勤取締役>）

　子会社の業績連動報酬を別途子会社から収受することから、報酬は月次の金銭報酬のみで、固定報酬のみ

であります。

（その他の非常勤取締役）

　報酬は月次の金銭報酬のみで、固定報酬のみであります。

(c) 取締役の個人別の報酬決定について

当社の取締役会は、取締役社長が各取締役の会社業績への貢献、執務状況等を評価するのが最も適任であ

ると判断し、取締役社長に対して、人事・報酬諮問委員会の同意を得ることを条件に、取締役の個人別の報

酬を(b)により算定した基準額(以下「報酬基準額」といいます。)の上下20％の範囲内で増減する権限を委任

しております。当連結会計年度においては、代表取締役社長米田昭正がこの権限に基づき、各人別の報酬の

決定を行っております。

（ハ）監査役の報酬

監査役の報酬は、監査役の協議により定めております。

（ニ）役員報酬の減額等について

　新型コロナウイルスの感染拡大に伴う業績の大幅な悪化に対する責任を明確にするため、常勤取締役および

常勤監査役は、令和２年４月から６月まで報酬の一部を自主返納し、令和２年７月から令和３年６月までの報

酬の減額改定を行っております。また、非常勤取締役および非常勤監査役についても同様に令和３年１月から

６月までの報酬の減額改定を行っております。なお、人事・報酬諮問委員会は、これらの報酬減額等について

同意しております。
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（ホ）役員報酬の決定過程における取締役会及び人事・報酬諮問委員会の活動内容

　当社におきましては、上記（ニ）の役員報酬の減額等に当たり、人事・報酬諮問委員会を令和２年５月、７

月、10月、令和３年１月及び３月の５回にわたり開催し、減額方法等について諮問、答申を受けました。取締

役会は、これらの減額改定等のうち減額幅が報酬基準額の20％を超えるものの承認をそれぞれ令和２年11月及

び令和３年３月に行いました。残る報酬基準額の20％以内の減額改定等については、取締役社長が上記（ロ）

(C)の権限に基づき、決定いたしました。

（ヘ）取締役の個人別の報酬の内容が取締役の報酬制度に沿うものであると取締役会が判断した理由

　当連結会計年度の取締役の個人別の報酬は、取締役会の定めた方針に従い、人事・報酬諮問委員会の同意の

下、決定しておりますので、その内容は、取締役の報酬制度に沿うものであると判断しております。

（ト）役員退職慰労金については、平成15年３月末日をもって廃止しております。

 

② 役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
(百万円)

報酬等の種類別の総額(百万円) 対象となる
役員の員数

(名)固定報酬 業績連動報酬

取締役
(社外取締役を除く。)

73 45 28 12

監査役
(社外監査役を除く。)

9 9 － 1

社外役員 22 22 － 5

③ 役員ごとの連結報酬等の総額等

 連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

④ 使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なもの

 該当事項はありません。
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（５）【株式の保有状況】

①　投資株式の区分の基準及び考え方

　当社は、投資株式の区分において、専ら株式の価値の変動又は株式に係る配当によって利益を受けることを保

有目的とするものを「純投資目的である投資株式」、 ​純投資目的以外の保有目的とするものを「純投資目的以外

の目的である投資株式」と定めております。

 

②　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

a.　保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証の

内容

　政策保有株式への投資は、業務提携、取引関係の維持・強化を目的に、当社の企業価値向上に繋がる銘柄に

ついて実施しておりますが、毎年個別銘柄ごとに保有目的および保有に伴う便益・リスクが資本コストに見

合っているか等を精査し、取締役会に報告することとしております。なお、保有の意義が認められなくなった

と判断した株式については、縮減を含め見直しを進めていくこととしております。

 

b.　銘柄数及び貸借対照表計上額

 
銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（百万円）

非上場株式 23 243

非上場株式以外の株式 12 4,046

 

（当事業年度において株式数が増加した銘柄）

　該当事項はありません。

 

（当事業年度において株式数が減少した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の減少に係る売却
価額の合計額（百万円）

非上場株式 2 143

非上場株式以外の株式 － －
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c.　特定投資株式及びみなし保有株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

特定投資株式

銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、定量的な保有効果
及び株式数が増加した理由

当社の株式の
保有の有無

株式数（株） 株式数（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

貸借対照表計上額
（百万円）

東海旅客鉄道株式会社
95,000 95,000 乗車券類の受託販売をはじめとす

る取引関係の強化を図るため

（注）２

無
1,572 1,645

株式会社近鉄百貨店
256,665 256,665 近鉄グループ企業間における取引

関係を強化するため

（注）２

有
834 645

株式会社三菱ＵＦＪフィ

ナンシャル・グループ

1,099,000 1,099,000 主要取引金融機関として関係の維

持強化を図るため

（注）２

無
650 442

西日本旅客鉄道株式会社
100,000 100,000 乗車券類の受託販売をはじめとす

る取引関係の強化を図るため

（注）２

無
613 739

京王電鉄株式会社
26,600 26,600 当社旅行商品の提携販売取引の強

化を図るため

（注）２

無
197 169

九州旅客鉄道株式会社
27,200 27,200 乗車券類の受託販売をはじめとす

る取引関係の強化を図るため

（注）２

無
70 84

株式会社三井住友フィナ

ンシャルグループ

10,770 10,770 主要取引金融機関として関係の維

持強化を図るため

（注）２

無
43 28

南海電気鉄道株式会社
14,000 14,000 当社旅行商品の提携販売取引の強

化を図るため

（注）２

有
35 34

株式会社青森銀行
5,000 5,000 旅行商品販売等の取引関係強化を

図るため

（注）２

無
12 13

東日本旅客鉄道株式会社
1,600 1,600 乗車券類の受託販売をはじめとす

る取引関係の強化を図るため

（注）２

無
12 13

株式会社みずほフィナン

シャルグループ（注）３

1,842 18,420 主要取引金融機関として関係の維

持強化を図るため

（注）２

無
2 2

株式会社三十三フィナン

シャルグループ

1,400 1,400 旅行商品販売等の取引関係強化を

図るため

（注）２

無
1 2

（注）１．特定投資株式の九州旅客鉄道株式会社以下は、貸借対照表計上額が資本金額の100分の１以下ですが、

全銘柄について記載しております。

２．定量的な保有効果の記載が困難なため、保有の合理性を以下のとおり検証しております。

(1) 保有目的に関しては、相手先企業との業務提携、取引関係があり、事業面での株式保有の意義がある

か、営業取引による収益率が資本コストを上回っているか、当社グループの事業継続にとって必要不

可欠な重要な取引があるかといった観点から検証しております。

(2) 保有に伴う便益・リスクに関しては、年間受取配当金および株式評価損益による収益率が資本コスト

を上回っているか、株式保有継続に伴う重要なリスクがないかといった観点から検証しております。

３．株式会社みずほフィナンシャルグループの株式数については、令和２年10月１日付で普通株式10株を１

株に併合する株式併合が実施されたため、併合後の株式数で記載しております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しております。

 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しており

ます。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（令和２年４月１日から令和３年３月

31日まで）の連結財務諸表および事業年度（令和２年４月１日から令和３年３月31日まで）の財務諸表について、有

限責任 あずさ監査法人による監査を受けております。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、同機構や監査法人等が行う研

修への参加や会計専門誌の定期購読等を行っております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】
 

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(令和２年３月31日)
当連結会計年度

(令和３年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 17,341 12,764

預け金 31,730 11,520

受取手形及び営業未収金 11,869 16,885

商品 13 12

貯蔵品 105 102

前払費用 1,080 989

旅行前払金 11,386 5,815

為替予約 36 0

その他 2,050 3,090

貸倒引当金 △5 △34

流動資産合計 75,608 51,148

固定資産   

有形固定資産   

建物 2,666 1,016

減価償却累計額 △2,339 △912

建物（純額） 327 103

土地 135 135

その他 3,144 1,706

減価償却累計額 △2,693 △1,688

その他（純額） 451 17

有形固定資産合計 913 257

無形固定資産   

ソフトウエア 2,462 33

その他 13 19

無形固定資産合計 2,476 53

投資その他の資産   

投資有価証券 ※１ 4,265 ※１ 4,478

長期貸付金 15 －

差入保証金 4,382 4,104

退職給付に係る資産 1,626 1,956

その他 1,670 1,199

貸倒引当金 △329 △380

投資その他の資産合計 11,631 11,358

固定資産合計 15,022 11,669

資産合計 90,630 62,817
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(令和２年３月31日)
当連結会計年度

(令和３年３月31日)

負債の部   

流動負債   

営業未払金 9,078 11,515

未払金 4,601 7,402

未払法人税等 196 225

預り金 17,531 12,556

旅行券等 16,928 17,684

旅行前受金 17,690 17,023

賞与引当金 943 337

その他 1,617 1,598

流動負債合計 68,587 68,344

固定負債   

繰延税金負債 383 1,215

旅行券等引換引当金 938 913

その他 2,296 1,998

固定負債合計 3,617 4,127

負債合計 72,204 72,471

純資産の部   

株主資本   

資本金 8,041 8,041

資本剰余金 7,204 7,204

利益剰余金 1,605 △26,851

自己株式 △13 △13

株主資本合計 16,838 △11,618

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,048 1,205

繰延ヘッジ損益 83 －

為替換算調整勘定 88 263

退職給付に係る調整累計額 308 457

その他の包括利益累計額合計 1,529 1,926

非支配株主持分 57 37

純資産合計 18,425 △9,654

負債純資産合計 90,630 62,817
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】
 

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成31年４月１日
　至　令和２年３月31日)

当連結会計年度
(自　令和２年４月１日
　至　令和３年３月31日)

売上高 385,362 87,889

売上原価 318,077 65,916

売上総利益 67,284 21,972

販売費及び一般管理費 ※１ 68,893 ※１ 49,054

営業損失（△） △1,608 △27,082

営業外収益   

受取利息 223 111

受取配当金 71 66

為替差益 － 357

持分法による投資利益 28 －

助成金収入 ※２ 69 ※２ 9,731

その他 69 202

営業外収益合計 461 10,468

営業外費用   

支払利息 64 61

支払手数料 － 31

為替差損 198 －

持分法による投資損失 － 8

その他 6 10

営業外費用合計 268 113

経常損失（△） △1,415 △16,727

特別利益   

投資有価証券売却益 － 132

特別利益合計 － 132

特別損失   

事業構造改革関連費用 － ※３ 7,189

減損損失 ※４ 1,646 ※４ 3,649

臨時休業による損失 － ※５ 232

固定資産除却損 ※６ 42 ※６ 4

投資有価証券評価損 ※７ 71 －

その他 － 4

特別損失合計 1,760 11,080

税金等調整前当期純損失（△） △3,176 △27,674

法人税、住民税及び事業税 228 55

法人税等調整額 4,050 749

法人税等合計 4,278 805

当期純損失（△） △7,454 △28,479

非支配株主に帰属する当期純損失（△） △10 △23

親会社株主に帰属する当期純損失（△） △7,443 △28,456
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【連結包括利益計算書】
 

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自　平成31年４月１日
　至　令和２年３月31日)

当連結会計年度
(自　令和２年４月１日
　至　令和３年３月31日)

当期純損失（△） △7,454 △28,479

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △945 156

繰延ヘッジ損益 149 △83

為替換算調整勘定 △160 178

退職給付に係る調整額 △151 149

持分法適用会社に対する持分相当額 0 △0

その他の包括利益合計 ※１ △1,108 ※１ 400

包括利益 △8,562 △28,079

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 △8,552 △28,059

非支配株主に係る包括利益 △10 △20
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成31年４月１日　至　令和２年３月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 8,041 7,204 9,010 △12 24,244

会計方針の変更による累積的影響
額   39  39

会計方針の変更を反映した当期首
残高

8,041 7,204 9,049 △12 24,283

当期変動額      

親会社株主に帰属する
当期純損失（△）

  △7,443  △7,443

自己株式の取得    △0 △0

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

     

当期変動額合計 － － △7,443 △0 △7,444

当期末残高 8,041 7,204 1,605 △13 16,838

 

        

 その他の包括利益累計額

非支配株主
持分

純資産合計
 

その他有価
証券評価差

額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

退職給付に係
る調整累計額

その他の包
括利益累計
額合計

当期首残高 1,994 △65 249 459 2,637 68 26,950

会計方針の変更による累積的影響
額       39

会計方針の変更を反映した当期首
残高

1,994 △65 249 459 2,637 68 26,989

当期変動額        

親会社株主に帰属する
当期純損失（△）

      △7,443

自己株式の取得       △0

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

△945 149 △160 △151 △1,108 △10 △1,118

当期変動額合計 △945 149 △160 △151 △1,108 △10 △8,563

当期末残高 1,048 83 88 308 1,529 57 18,425
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当連結会計年度（自　令和２年４月１日　至　令和３年３月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 8,041 7,204 1,605 △13 16,838

当期変動額      

親会社株主に帰属する
当期純損失（△）

  △28,456  △28,456

自己株式の取得    △0 △0

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

     

当期変動額合計 － － △28,456 △0 △28,457

当期末残高 8,041 7,204 △26,851 △13 △11,618

 

        

 その他の包括利益累計額

非支配株主
持分

純資産合計
 

その他有価
証券評価差

額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

退職給付に係
る調整累計額

その他の包
括利益累計
額合計

当期首残高 1,048 83 88 308 1,529 57 18,425

当期変動額        

親会社株主に帰属する
当期純損失（△）

      △28,456

自己株式の取得       △0

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

156 △83 174 149 397 △20 377

当期変動額合計 156 △83 174 149 397 △20 △28,080

当期末残高 1,205 － 263 457 1,926 37 △9,654
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
 

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成31年４月１日
　至　令和２年３月31日)

当連結会計年度
(自　令和２年４月１日
　至　令和３年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純損失（△） △3,176 △27,674

減価償却費 1,100 722

貸倒引当金の増減額（△は減少） △62 79

賞与引当金の増減額（△は減少） △1,488 △609

旅行券等引換引当金の増減額（△は減少） △52 △25

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） 110 △329

減損損失 1,646 3,649

投資有価証券評価損益（△は益） 71 －

受取利息及び受取配当金 △295 △177

支払利息 64 61

助成金収入 － △9,731

持分法による投資損益（△は益） △28 8

為替差損益（△は益） △1 3

固定資産除却損 42 4

投資有価証券売却損益（△は益） － △132

売上債権の増減額（△は増加） 14,864 △4,995

仕入債務の増減額（△は減少） △13,054 2,397

未払金の増減額（△は減少） △1,232 3,059

預り金の増減額（△は減少） △25 △4,983

旅行前受金の増減額（△は減少） △24,644 △696

旅行前払金の増減額（△は増加） 8,063 5,591

その他 △617 831

小計 △18,715 △32,943

利息及び配当金の受取額 293 180

利息の支払額 △64 △61

助成金の受取額 － 8,330

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △430 327

営業活動によるキャッシュ・フロー △18,916 △24,167
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成31年４月１日
　至　令和２年３月31日)

当連結会計年度
(自　令和２年４月１日
　至　令和３年３月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △484 △34

定期預金の払戻による収入 559 489

長期預金の払戻による収入 － 200

投資有価証券の売却による収入 － 132

固定資産の取得による支出 △3,100 △1,445

長期貸付けによる支出 △10 －

供託金の支払による支出 △104 △0

供託金の返還による収入 10 165

差入保証金の取得による支出 △168 △304

差入保証金の回収による収入 228 494

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,069 △301

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の増減額（△は増加） △0 △0

その他 △40 △50

財務活動によるキャッシュ・フロー △41 △51

現金及び現金同等物に係る換算差額 △121 124

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △22,149 △24,395

現金及び現金同等物の期首残高 70,349 48,200

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 48,200 ※１ 23,805
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社数　33社

　連結子会社名は、本報告書の「第１　企業の概況　４　関係会社の状況」に記載しておりますので記載を

省略しております。

(2）非連結子会社数

　該当事項はありません。

２．持分法の適用に関する事項

(1）持分法適用の非連結子会社数

　該当事項はありません。

(2）持分法適用の関連会社数　2社

　持分法適用会社名は、本報告書の「第１　企業の概況　４　関係会社の状況」に記載しておりますので記

載を省略しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

海外連結子会社である、H&M INSURANCE HAWAII,INC.、GRIFFIN INSURANCE CO.,LTD.、近畿国際旅行社

（中国）有限公司および近畿美勝国際旅行社（上海）有限公司の決算日は12月31日であり、連結決算日と異

なっております。

　連結財務諸表作成にあたっては、H&M INSURANCE HAWAII,INC.およびGRIFFIN INSURANCE CO.,LTD.につい

ては同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を

行っております。

また、近畿国際旅行社（中国）有限公司および近畿美勝国際旅行社（上海）有限公司については、連結

決算日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表を使用しております。

４．会計方針に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券　その他有価証券

時価のあるもの……

　期末日の市場価格等に基づく時価法により評価しております。

　なお、評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法により算定しております。

時価のないもの……

　総平均法による原価法により評価しております。

たな卸資産　先入先出法による原価法（商品の連結貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法）により評価しております。

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

　主として当社および国内連結子会社は、定率法を採用しております。ただし、平成28年４月１日以後に

取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。また、在外連結子会社は、主

に定額法を採用しております。

②　無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、各社における利用可能期間

（５年）に基づいております。

③　リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法を採用しております。
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(3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権は貸倒実績率法、貸倒懸念債権等特定の債権は財務内

容評価法で計上しております。

②　賞与引当金

　従業員に対する賞与の支払いに充てるため、支給見込額のうち当連結会計年度に対応する見積額を計上

しております。

③　旅行券等引換引当金

　当社が発行している旅行券等の未使用分について、一定期間後収益に計上したものに対応する将来の使

用に備えるため、過去の引換率を基に見積額を計上しております。

(4）退職給付に係る会計処理の方法

①　退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付に係る資産は、主として従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に

基づき、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上しております。なお、退職給付債務の算定に

当たり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準に

よっております。

②　数理計算上の差異の費用処理方法

　数理計算上の差異は、従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（８年）による定額法により、発生

の翌連結会計年度から費用処理しております。

③　未認識数理計算上の差異の会計処理方法

　未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額

の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

(5）重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。

　ただし、為替予約が付されている外貨建金銭債権債務については、振当処理の要件を満たしている場合

は振当処理を採用しております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

　為替予約取引を行うこととしております。

ヘッジ対象

　主に海外旅行費用（ホテル代等）の外貨建金銭債務としております。

③　ヘッジ方針

　将来の為替レートの変動リスクをヘッジすることを目的として、実需の範囲内で行っております。

④　ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、ヘッジ開始時およびその後も継続して、相

場変動またはキャッシュ・フロー変動を完全に相殺するものと見込まれるため、ヘッジの有効性の判定は

省略しております。

(6）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な

預金および容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月

以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。
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(7）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

①　収益の計上基準

　自社の企画旅行商品等の販売については旅行終了時に計上し、他社の企画旅行商品、手配旅行等の代理

販売については発券時に計上しております。

②　消費税等の会計処理方法

　税抜方式によっております。

③　連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用

　当社および一部の国内連結子会社は、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第８号）に

おいて創設されたグループ通算制度への移行およびグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の

見直しが行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適

用に関する取扱い」（実務対応報告第39号 2020年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 平成30年２月16日）第44項の定めを適用せず、

繰延税金資産および繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいております。

 

（重要な会計上の見積り）

繰延税金資産の回収可能性

(1）当連結会計年度に計上した額　　－百万円

(2）その他の情報

　繰延税金資産の算出方法は、「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準委員会

企業会計基準適用指針第26号）に従い、中期経営計画により見積られた将来の課税所得等に基づいており

ます。

　当該見積りを行う上で、新型コロナウイルス感染症の今後の広がりや収束時期等を含む仮定について、

令和３年４月下旬からの緊急事態宣言の再発出などにより、感染症対策と経済活動の両立を求められる厳

しい事業環境は当面続くものと想定し、令和３年度につきましては、インバウンド旅客の入国制限は継続

するものの、国内においてワクチンが年度末までに徐々に普及するにつれて、経済活動が緩やかに回復す

ると仮定しております。この前提に基づき、将来の課税所得等を見積った結果、当連結会計年度は繰延税

金資産を計上しておりません。

　これらの見積りは将来の不確実な経済状況および会社の経営状況の影響を受け、実際に生じた時期およ

び金額が見積りと異なった場合、翌連結会計年度以降の連結財務諸表において認識する金額に重要な影響

を与える可能性があります。

 

（未適用の会計基準等）

・「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日　企業会計基準委員会）

・「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　2021年３月26日　企業会計基準委員

会）

・「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　2020年３月31日　企業会計基準

委員会）

 

（1）概要

　国際会計基準審議会（IASB）及び米国財務会計基準審議会（FASB）は、共同して収益認識に関する包括的

な会計基準の開発を行い、平成26年５月に「顧客との契約から生じる収益」（IASBにおいてはIFRS第15号、

FASBにおいてはTopic606）を公表しており、IFRS第15号は平成30年１月１日以後開始する事業年度から、

Topic606は平成29年12月15日より後に開始する事業年度から適用される状況を踏まえ、企業会計基準委員会

において、収益認識に関する包括的な会計基準が開発され、適用指針と合わせて公表されたものです。

　企業会計基準委員会の収益認識に関する会計基準の開発にあたっての基本的な方針として、IFRS第15号と

整合性を図る便益の１つである財務諸表間の比較可能性の観点から、IFRS第15号の基本的な原則を取り入れ

ることを出発点とし、会計基準を定めることとされ、また、これまで我が国で行われてきた実務等に配慮す

べき項目がある場合には、比較可能性を損なわせない範囲で代替的な取扱いを追加することとされておりま

す。

 

（2）適用予定日

　令和４年３月期の期首から適用します。
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（3）当該会計基準等の適用による影響

　「収益認識に関する会計基準」等の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中

であります。

 

・「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日　企業会計基準委員会）

・「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日　企業会計基準委員会）

・「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2019年７月４日　企業会計基準委

員会）

 

（1）概要

　国際会計基準審議会（IASB）及び米国財務会計基準審議会（FASB）が、公正価値測定についてほぼ同じ内

容の詳細なガイダンス（国際財務報告基準（IFRS）においてはIFRS第13号「公正価値測定」、米国会計基準

においてはAccounting Standards CodificationのTopic 820「公正価値測定」）を定めている状況を踏ま

え、企業会計基準委員会において、主に金融商品の時価に関するガイダンス及び開示に関して、日本基準を

国際的な会計基準との整合性を図る取組みが行われ、「時価の算定に関する会計基準」等が公表されたもの

です。

　企業会計基準委員会の時価の算定に関する会計基準の開発にあたっての基本的な方針として、統一的な算

定方法を用いることにより、国内外の企業間における財務諸表の比較可能性を向上させる観点から、IFRS第

13号の定めを基本的にすべて取り入れることとされ、また、これまで我が国で行われてきた実務等に配慮

し、財務諸表間の比較可能性を大きく損なわせない範囲で、個別項目に対するその他の取扱いを定めること

とされております。

 

（2）適用予定日

　令和４年３月期の期首から適用します。

 

（3）当該会計基準等の適用による影響

　「時価の算定に関する会計基準」等の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で評価

中であります。

 

（表示方法の変更）

（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）

　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31日）を当連結会計年度の

年度末に係る連結財務諸表から適用し、連結財務諸表に重要な会計上の見積りに関する注記を記載しておりま

す。

　ただし、当該注記においては、当該会計基準第11項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って、前連結会

計年度に係る内容については記載しておりません。
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（連結貸借対照表関係）

※１．関連会社に対するものは次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（令和２年３月31日）
当連結会計年度

（令和３年３月31日）

投資有価証券（株式） 197百万円 187百万円

 

（連結損益計算書関係）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成31年４月１日
　　至　令和２年３月31日）

当連結会計年度
（自　令和２年４月１日

　　至　令和３年３月31日）

人件費 37,115百万円 30,020百万円

賞与引当金繰入額 823 322

退職給付費用 1,181 1,211

不動産賃借・維持費 5,712 5,031

システム経費 4,703 4,617

販売諸経費 12,278 4,261

諸税 410 300

減価償却費 1,100 722

貸倒引当金繰入額 △5 107

旅行券等引換引当金繰入額 113 42

 

※２．助成金収入

前連結会計年度（自　平成31年４月１日至　令和２年３月31日）

　助成金収入の内訳は、雇用調整助成金69百万円であります。

 

当連結会計年度（自　令和２年４月１日至　令和３年３月31日）

　助成金収入の内訳は、雇用調整助成金9,493百万円、持続化給付金40百万円、家賃支援給付金105百万円、休業協

力・感染リスク低減支援金等92百万円であります。

 

※３．事業構造改革関連費用

前連結会計年度（自　平成31年４月１日　至　令和２年３月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　令和２年４月１日　至　令和３年３月31日）

　事業構造改革関連費用の内訳は、希望退職の募集に伴う特別退職加算金等6,268百万円、店舗・事業所の統廃合

に係る固定資産の減損損失419百万円、店舗閉鎖に伴う費用363百万円、大量退職に伴う退職給付費用64百万円、そ

の他74百万円であります。
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※４．減損損失

当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

前連結会計年度（自　平成31年４月１日　至　令和２年３月31日）

(1)減損損失を認識した資産グループの概要

用途 種類 地域
減損損失
（百万円）

事業用資産 建物・器具備品等 東京都等 638

グループ会社基幹系

情報システム等
ソフトウエア等 群馬県等 1,007

(2)資産のグルーピング方法

　当社グループは、減損損失を認識するにあたり、継続的に損益の把握を実施している管理会計上の区分を基礎と

してグルーピングを行っております。遊休資産については各物件単位でグルーピングを行っております。

(3)減損損失の認識に至った経緯

　事業用資産は、今後営業収益による回収が見込めないと判断した資産グループについて、帳簿価額を回収可能価

額まで減損しております。また、回収可能価額の算定にあたっては、正味売却価額に基づいております。

　その内訳は、建物450百万円、器具備品180百万円、リース資産６百万円、車両運搬具１百万円であります。

　グループ会社基幹系情報システム等は、著しい経営環境の悪化により、短期的な業績の回復は難しいと判断した

資産グループについて、減損損失を認識しております。なお、回収可能価額の算定にあたっては、使用価値に基づ

いており、割引率は12.78％を使用しております。

　その内訳は、ソフトウェア861百万円、ソフトウェア仮勘定146百万円であります。

 

当連結会計年度（自　令和２年４月１日　至　令和３年３月31日）

(1)減損損失を認識した資産グループの概要

用途 種類 地域
減損損失
（百万円）

事業用資産 建物・器具備品等 東京都等 1,173

グループ会社基幹系

情報システム等
ソフトウエア等 群馬県等 2,895

(2)資産のグルーピング方法

　当社グループは、減損損失を認識するにあたり、継続的に損益の把握を実施している管理会計上の区分を基礎と

してグルーピングを行っております。遊休資産については各物件単位でグルーピングを行っております。

(3)減損損失の認識に至った経緯

　事業用資産は、今後営業収益による回収が見込めないと判断した資産グループについて、帳簿価額を回収可能価

額まで減損しております。また、回収可能価額の算定にあたっては、正味売却価額に基づいております。

　その内訳は、建物292百万円、器具備品284百万円、差入保証金416百万円、その他180百万円であります。

　グループ会社基幹系情報システム等は、著しい経営環境の悪化により、短期的な業績の回復は難しいと判断した

資産グループについて、減損損失を認識しております。なお、使用価値の測定にあたっては、割引前将来キャッ

シュ・フローがマイナスであるため、具体的な割引率の算定は行っておりません。

　その内訳は、ソフトウエア2,834百万円、ソフトウエア仮勘定60百万円であります。

 

　当該減損損失計上額4,068百万円のうち、減損損失として3,649百万円、事業構造改革関連費用として419百万円

をそれぞれ特別損失として計上しております。

 

※５．臨時休業による損失

前連結会計年度（自　平成31年４月１日　至　令和２年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　令和２年４月１日　至　令和３年３月31日）

　新型コロナウイルス感染症に対する政府・自治体からの要請等もあり、感染拡大防止への配慮から、一部店舗等

を臨時休業しております。休業期間中に発生した店舗等の事務所賃借料を、臨時休業による損失として特別損失に

計上しております。
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※６．固定資産除却損の主な内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成31年４月１日
至　令和２年３月31日）

当連結会計年度
（自　令和２年４月１日
至　令和３年３月31日）

建物 11百万円 4百万円

ソフトウエア 2 0

ソフトウエア仮勘定 21 －

その他 7 0

 

※７．投資有価証券評価損

前連結会計年度（自　平成31年４月１日　至　令和２年３月31日）

　当社が保有する「その他有価証券」に区分される有価証券のうち実質価額が著しく下落したものについて、減損処

理を実施したものであります。

 

当連結会計年度（自　令和２年４月１日　至　令和３年３月31日）

　該当事項はありません。

 

（連結包括利益計算書関係）

※１．その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自　平成31年４月１日
至　令和２年３月31日）

当連結会計年度
（自　令和２年４月１日
至　令和３年３月31日）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 △1,363百万円 359百万円

組替調整額 － 132

税効果調整前 △1,363 226

税効果額 △417 69

その他有価証券評価差額金 △945 156

繰延ヘッジ損益：   

当期発生額 230 △132

組替調整額 － －

税効果調整前 230 △132

税効果額 80 △48

繰延ヘッジ損益 149 △83

為替換算調整勘定：   

当期発生額 △160 178

組替調整額 － －

税効果調整前 △160 178

税効果額 － －

為替換算調整勘定 △160 178

退職給付に係る調整額：   

当期発生額 △105 411

組替調整額 △112 △196

税効果調整前 △218 215

税効果額 △66 65

退職給付に係る調整額 △151 149

持分法適用会社に対する持分相当額：   

当期発生額 0 △0

その他の包括利益合計 △1,108 400

 

EDINET提出書類

ＫＮＴ－ＣＴホールディングス株式会社(E04348)

有価証券報告書

53/92



（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成31年４月１日　至　令和２年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首

株式数（株）
当連結会計年度増加

株式数（株）
当連結会計年度減少

株式数（株）
当連結会計年度末
株式数（株）

普通株式 27,331,013 － － 27,331,013

合計 27,331,013 － － 27,331,013

 

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首

株式数（株）
当連結会計年度増加

株式数（株）
当連結会計年度減少

株式数（株）
当連結会計年度末
株式数（株）

普通株式 7,162 689 － 7,851

合計 7,162 689 － 7,851

 (注）自己株式の増加は、単元未満株式の買取によるものであります。

 

３．配当に関する事項

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　令和２年４月１日　至　令和３年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首

株式数（株）
当連結会計年度増加

株式数（株）
当連結会計年度減少

株式数（株）
当連結会計年度末
株式数（株）

普通株式 27,331,013 － － 27,331,013

合計 27,331,013 － － 27,331,013

 

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首

株式数（株）
当連結会計年度増加

株式数（株）
当連結会計年度減少

株式数（株）
当連結会計年度末
株式数（株）

普通株式 7,851 600 － 8,451

合計 7,851 600 － 8,451

 (注）自己株式の増加は、単元未満株式の買取によるものであります。

 

３．配当に関する事項

該当事項はありません。
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

（自　平成31年４月１日
至　令和２年３月31日）

当連結会計年度
（自　令和２年４月１日
至　令和３年３月31日）

現金及び預金勘定 17,341百万円 12,764百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △871 △479

預け金 31,730 11,520

現金及び現金同等物 48,200 23,805

 

（リース取引関係）

（借主側）

オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：百万円）

 
前連結会計年度

（令和２年３月31日）
当連結会計年度

（令和３年３月31日）

１年内 140 151

１年超 437 323

合計 577 475

 

（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

　当社グループは、一時的な余資は安全性の高い短期的な預金等を主体として運用を行っており、資金調

達の必要性が生じた場合には金融機関からの借入による方針です。また、デリバティブ取引は、後述する

リスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

(2）金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び営業未収金は、顧客の信用リスクに晒されております。投資有価証券は主

として業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。また、デリ

バティブ取引は、外貨建金銭債権債務に係る為替変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした為替予約取

引であります。

(3）金融商品に係るリスク管理体制

　当社グループは、旅行代金未収取扱手続規程等に従い、営業債権については回収状況を常時的確に点

検・管理するとともに、主要な取引先の状況を定期的にモニタリングすることにより、取引相手ごとに期

日および残高の管理を行っております。

　投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、保有状況の見直しを継続的に

行っております。

　デリバティブ取引については、取引を行っている会社の社内ルールに従い、それぞれの経理部が主管と

なり取引を実行し、取引実績は四半期ごとに経営会議に報告しております。

　なお、これらのデリバティブ取引の契約先は、いずれも信用度の高い金融機関であるため、信用リスク

はほとんどないと認識しております。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握す

ることが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

 

前連結会計年度（令和２年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）

時価

（百万円）

差額

（百万円）

（1）現金及び預金 17,341 17,341 －

（2）預け金 31,730 31,730 －

（3）受取手形及び営業未収金 11,869 11,869 －

（4）投資有価証券    

その他有価証券 3,820 3,820 －

資産計 64,761 64,761 －

（5）営業未払金 9,078 9,078 －

（6）未払金 4,601 4,601 －

負債計 13,679 13,679 －

　デリバティブ取引（*） 36 36 －

　（*）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目につ

いては、（　）で示しております。

 

当連結会計年度（令和３年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）

時価

（百万円）

差額

（百万円）

（1）現金及び預金 12,764 12,764 －

（2）預け金 11,520 11,520 －

（3）受取手形及び営業未収金 16,885 16,885 －

（4）投資有価証券    

その他有価証券 4,046 4,046 －

資産計 45,217 45,217 －

（5）営業未払金 11,515 11,515 －

（6）未払金 7,402 7,402 －

負債計 18,917 18,917 －

　デリバティブ取引（*） 0 0 －

　（*）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目につ

いては、（　）で示しております。

 

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産

（1）現金及び預金、（2）預け金、（3）受取手形及び営業未収金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によって

おります。

（4）投資有価証券

　これらの時価について、取引所の価格によっております。

負債

（5）営業未払金、（6）未払金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によって

おります。

デリバティブ取引

　注記事項（デリバティブ取引関係）をご覧ください。
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２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：百万円）
 

区分
前連結会計年度

（令和２年３月31日）
当連結会計年度

（令和３年３月31日）

非上場株式 445 431

差入保証金 4,382 4,104

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「２．金

融商品の時価等に関する事項」には含めておりません。

 

３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（令和２年３月31日）

 
１年以内

（百万円）

１年超５年以内

（百万円）

５年超10年以内

（百万円）

10年超

（百万円）

現金及び預金 17,341 － － －

預け金 31,730 － － －

受取手形及び営業未収金 11,869 － － －

合 計 60,941 － － －

 

当連結会計年度（令和３年３月31日）

 
１年以内

（百万円）

１年超５年以内

（百万円）

５年超10年以内

（百万円）

10年超

（百万円）

現金及び預金 12,764 － － －

預け金 11,520 － － －

受取手形及び営業未収金 16,885 － － －

合 計 41,170 － － －
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（有価証券関係）

１．その他有価証券

前連結会計年度（令和２年３月31日）

区分
連結決算日における連結
貸借対照表計上額（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えるもの
   

株式 3,263 1,745 1,517

小計 3,263 1,745 1,517

連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えないもの
   

株式 557 610 △52

小計 557 610 △52

合計 3,820 2,355 1,464

 

当連結会計年度（令和３年３月31日）

区分
連結決算日における連結
貸借対照表計上額（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えるもの
   

株式 3,974 2,241 1,733

小計 3,974 2,241 1,733

連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えないもの
   

株式 71 102 △30

小計 71 102 △30

合計 4,046 2,344 1,702

 

２．売却したその他有価証券

前連結会計年度（自　平成31年４月１日　至　令和２年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　令和２年４月１日　至　令和３年３月31日）

区分 売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

株式 143 139 －

合計 143 139 －

 

３．減損処理を行った有価証券

　前連結会計年度（平成31年４月１日から令和２年３月31日まで）において、71百万円の減損処理を

行っております。また、当連結会計年度（令和２年４月１日から令和３年３月31日まで）において、減

損処理を行った有価証券はありません。

　なお、減損にあたっては、時価が取得原価と比較して50％以上下落した場合は減損処理を実施し、

30％以上50％未満下落した場合は、時価の回復可能性の判定を行い減損処理の要否を決定しておりま

す。
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（デリバティブ取引関係）

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

通貨関連

前連結会計年度（令和２年３月31日）

区　　分 取引の種類
契約額等

契約額等の
うち１年超

時価 評価損益

（百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

市場取引以外の取引

為替予約取引     

買建     

米ドル 5,555 － 66 66

ユーロ 1,435 － △27 △27

豪ドル 876 － △87 △87

その他 1,014 1 △47 △47

合計 8,882 1 △95 △95

（注）時価の算定方法

取引金融機関から提示された価格によっております。

 

当連結会計年度（令和３年３月31日）

区　　分 取引の種類
契約額等

契約額等の
うち１年超

時価 評価損益

（百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

市場取引以外の取引

為替予約取引     

買建     

米ドル － － － －

ユーロ － － － －

豪ドル － － － －

その他 1 － 0 0

合計 1 － 0 0

（注）時価の算定方法

取引金融機関から提示された価格によっております。

 

 

EDINET提出書類

ＫＮＴ－ＣＴホールディングス株式会社(E04348)

有価証券報告書

59/92



２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

通貨関連

前連結会計年度（令和２年３月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等

契約額等の
うち１年超

時価

（百万円） （百万円） （百万円）

原則的処理方法

為替予約取引

営業未払金

   

買建    

米ドル 8,211 927 199

ユーロ 6,584 735 △14

豪ドル 510 18 △39

その他 928 － △13

為替予約の振当処理

為替予約取引

営業未払金

  

（注）２

買建   

米ドル 402 －

ユーロ 209 －

豪ドル 20 －

その他 16 －

合計 16,883 1,681 132

（注）１．時価の算定方法

取引金融機関から提示された価格によっております。

２．為替予約の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている営業未払金と一体として処理される

ため、その時価は、営業未払金の時価に含めて記載しております。

 

当連結会計年度（令和３年３月31日）

　該当事項はありません。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社および連結子会社は、従業員の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付制度及び確定拠

出制度を採用しております。従業員の退職等に際しては割増退職金を支払う場合があります。

　確定給付企業年金制度（すべて積立型制度であります。）では、給与と勤務期間に基づいた一時金又は年

金を支給します。

　なお、一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都

合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

 

２．確定給付制度（簡便法を適用した制度を含む。）

(1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

 

前連結会計年度

（自　平成31年４月１日

至　令和２年３月31日）

 

当連結会計年度

（自　令和２年４月１日

至　令和３年３月31日）

退職給付債務の期首残高 △8,699百万円  △8,250百万円

　勤務費用 △170  △160

　利息費用 △85  △80

　数理計算上の差異の当期発生額 △96  83

　退職給付の支払額 818  922

　その他 △17  －

退職給付債務の期末残高 △8,250  △7,486

 

(2）年金資産の期首残高と期末残高の調整表

 

前連結会計年度

（自　平成31年４月１日

至　令和２年３月31日）

 

当連結会計年度

（自　令和２年４月１日

至　令和３年３月31日）

年金資産の期首残高 10,435百万円  9,877百万円

　期待運用収益 104  98

　数理計算上の差異の当期発生額 △8  212

　事業主からの拠出額 163  156

　退職給付の支払額 △817  △901

年金資産の期末残高 9,877  9,442

 

(3）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付

に係る資産の調整表

 
前連結会計年度

（令和２年３月31日）
 

当連結会計年度

（令和３年３月31日）

積立型制度の退職給付債務 △8,164百万円  △7,420百万円

年金資産 9,877  9,442

 1,712  2,022

非積立型制度の退職給付債務 △86  △65

連結貸借対照表に計上された

負債と資産の純額
1,626  1,956

    

退職給付に係る資産 1,626  1,956

退職給付に係る負債 －  －

連結貸借対照表に計上された

負債と資産の純額
1,626  1,956
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(4）退職給付費用及びその内訳項目の金額

 

前連結会計年度

（自　平成31年４月１日

至　令和２年３月31日）

 

当連結会計年度

（自　令和２年４月１日

至　令和３年３月31日）

勤務費用 170百万円  160百万円

利息費用 85  80

期待運用収益 △104  △98

数理計算上の差異の費用処理額 △112  △144

確定給付制度に係る退職給付費用 39  △1

（注）当連結会計年度において、上記確定給付制度に係る退職給付費用のほかに、希望退職者の募集に伴

う特別退職加算金5,577百万円および大量退職に伴う退職給付費用64百万円を、特別損失の「事業構造改

革関連費用」として計上しております。

 

(5）退職給付に係る調整額

　退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 

前連結会計年度

（自　平成31年４月１日

至　令和２年３月31日）

 

当連結会計年度

（自　令和２年４月１日

至　令和３年３月31日）

数理計算上の差異 △218百万円  215百万円

　　合　計 △218  215

 

(6）退職給付に係る調整累計額

　退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（令和２年３月31日）
 

当連結会計年度

（令和３年３月31日）

未認識数理計算上の差異 444百万円  659百万円

　　合　計 444  659

 

(7）年金資産に関する事項

①　年金資産の主な内訳

　年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（令和２年３月31日）
 

当連結会計年度

（令和３年３月31日）

現金及び現金同等物 2％  11％

債券 8  6

生保一般勘定 58  61

オルタナティブ 32  22

　　合　計 100  100

（注）オルタナティブは主にヘッジファンドへの投資であります。

 

②　長期期待運用収益率の設定方法

　年金資産の長期期待運用収益率の決定に際し、現在および将来の年金資産ポートフォリオや、各種長

期投資の過去の運用実績利回りの分析をもとにした期待収益とリスクを考慮しております。

　年金資産の運用戦略は主に、下落リスクの管理強化に重点を置いております。
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(8）数理計算上の計算基礎に関する事項

主要な数理計算上の計算基礎

 
前連結会計年度

（令和２年３月31日）
 

当連結会計年度

（令和３年３月31日）

割引率 1.0％  1.0％

長期期待運用収益率 1.0  1.0

（注）当社の確定給付企業年金制度はポイント制およびキャッシュ・バランス・プランを採用しており、

「予想昇給率」が退職給付債務等の計算に与える影響は軽微であるため、記載を省略しておりま

す。

 

３．確定拠出制度

連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、前連結会計年度1,141百万円、当連結会計年度1,213百万円で

す。

 

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（令和２年３月31日）
 

当連結会計年度
（令和３年３月31日）

繰延税金資産    

貸倒引当金 112百万円 140百万円

賞与引当金 317  130

未払金 135  612

減価償却超過額 1,299  1,114

未引換旅行券等 2,980  3,141

旅行券等引換引当金 288  329

税務上の繰越欠損金(注)２ 3,683  11,944

その他 486  471

繰延税金資産小計 9,303  17,885

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額(注)２ △2,961  △11,944

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △5,596  △5,898

評価性引当額小計(注)１ △8,558  △17,842

繰延税金資産合計 745  42

繰延税金負債    

繰延ヘッジ損益 46  －

その他有価証券評価差額金 447  517

退職給付に係る資産 584  690

その他 50  50

繰延税金負債合計 1,128  1,258

繰延税金資産（負債）純額 △383  △1,215
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（注）１．評価性引当額の変動の主な内容

　評価性引当額が9,284百万円増加しております。この増加の主な内容は、繰延税金資産の回収可能性

を見直した結果、回収不能と判断した将来一時差異と税務上の繰越欠損金について評価性引当額を計上

したことによるものであります。

 

２．税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

前連結会計年度（令和２年３月31日）

 

１年以内

 

（百万円）

１年超

２年以内

（百万円）

２年超

３年以内

（百万円）

３年超

４年以内

（百万円）

４年超

５年以内

（百万円）

５年超

 

（百万円）

合計

 

（百万円）

税務上の繰越欠損金(※1) 172 226 196 272 668 2,146 3,683

評価性引当額 △172 △107 △80 △175 △548 △1,877 △2,961

繰延税金資産 － 118 116 96 120 269 (※2)721

※１．税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

※２．税務上の繰越欠損金3,683百万円（法定実効税率を乗じた額）について、繰延税金資産721百万円

を計上しております。当該繰延税金資産721百万円のうち638百万円は住民税及び事業税に係る税

務上の繰越欠損金の残高について認識したものであり、前期においてクラブツーリズム株式会社

が近畿日本ツーリスト個人旅行株式会社を吸収合併した際に引き継いだ税務上の繰越欠損金の残

高805百万円の一部について認識したものです。クラブツーリズム株式会社の将来の課税所得の

見込みに基づき、全額が回収可能と判断しております。

 

当連結会計年度（令和３年３月31日）

 

１年以内

 

（百万円）

１年超

２年以内

（百万円）

２年超

３年以内

（百万円）

３年超

４年以内

（百万円）

４年超

５年以内

（百万円）

５年超

 

（百万円）

合計

 

（百万円）

税務上の繰越欠損金(※1) 212 194 271 654 288 10,321 11,944

評価性引当額 △212 △194 △271 △654 △288 △10,321 △11,944

繰延税金資産 － － － － － － －

※１．税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

　前連結会計年度および当連結会計年度は、税金等調整前当期純損失を計上しているため、注記を省略して

おります。
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（資産除去債務関係）

資産除去債務の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

（賃貸等不動産関係）

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社グループは「旅行業」の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

【関連情報】

１．製品及びサービスごとの情報

　単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載

を省略しております。

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、

記載を省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がいないため、記載を省

略しております。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

当社グループは「旅行業」の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

１.関連当事者との取引

　連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

（１）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

前連結会計年度（自　平成31年４月１日　至　令和２年３月31日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地

資本金又
は出資金

（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

（被所有）
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額

（百万円）
科目

期末残高
（百万円）

親会社

近鉄グル

ープホー

ルディン

グス

株式会社

大阪市

天王寺区
126,476

グループ経

営に関する

事業

（被所有）

直接

53.7％

間接

12.3％

（注）１

資金の

貸付

 
役員の

兼任

キャッシュ

マネジメン

トシステム

運用資金の

預入

（注）２

57,251 預け金 31,730

利息の受取 183 － －

JR券委託販

売の債務被

保証

67 － －

保証料の支

払（注）３
6 － －

取引条件ないし取引条件の決定方針等

（注）１．議決権等の被所有割合の間接には、退職給付信託口を含んでおります。

２．預入の利率については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。なお、取引が反復的に行われてい

るため、取引金額は期中の平均残高を記載しております。

３．債務保証の利率については、市場保証料率を勘案して合理的に決定しております。

 

当連結会計年度（自　令和２年４月１日　至　令和３年３月31日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地

資本金又
は出資金

（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

（被所有）
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額

（百万円）
科目

期末残高
（百万円）

親会社

近鉄グル

ープホー

ルディン

グス

株式会社

大阪市

天王寺区
126,476

グループ経

営に関する

事業

（被所有）

直接

53.7％

間接

12.3％

（注）１

資金の

貸付

 
役員の

兼任

キャッシュ

マネジメン

トシステム

運用資金の

預入

（注）２

29,737 預け金 11,520

利息の受取 96 － －

JR券委託販

売の債務被

保証

217 － －

保証料の支

払（注）３
5 － －

取引条件ないし取引条件の決定方針等

（注）１．議決権等の被所有割合の間接には、退職給付信託口を含んでおります。

２．預入の利率については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。なお、取引が反復的に行われてい

るため、取引金額は期中の平均残高を記載しております。

３．債務保証の利率については、市場保証料率を勘案して合理的に決定しております。
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（２）連結財務諸表提出会社の役員および主要株主（個人の場合に限る。）等

前連結会計年度（自　平成31年４月１日　至　令和２年３月31日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地

資本金又
は出資金

（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

（被所有）
割合(％)

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

役員および
その近親者
が議決権の
過半数を有
する会社

西野目産業

株式会社

(注）１,２

北海道

旭川市
45

ホテル・レ
ストラン業

－
宿泊券・
観光券の
仕入

宿泊券・観
光券の仕入

12 営業未払金 1

取引条件ないし取引条件の決定方針等

（注）１．全ての取引条件については、当社と関連を有しない他社との取引条件を勘案の上、決定しております。

２．当社取締役西野目信雄およびその近親者が議決権の96.7％を保有しておりましたが、令和元年６月20日付け

で西野目信雄が当社取締役を退任したことにより、関連当事者に該当しなくなっております。このため、取

引金額には関連当事者であった期間の金額、期末残高には関連当事者に該当しなくなった時点の残高を記載

しております。

３．上記取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

 

当連結会計年度（自　令和２年４月１日　至　令和３年３月31日）

　該当事項はありません。

 

（３）連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等

前連結会計年度（自　平成31年４月１日　至　令和２年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　令和２年４月１日　至　令和３年３月31日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

（被所有）
割合(％)

 

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

同一の親
会社を持
つ会社

株式会社
近鉄百貨店

大阪市
阿倍野区

15,000 百貨店業
（被所有）

直接
1.0％

レンタル
制服の利用

レンタル
制服の保証
人数の変更
料
(注）１

21 未払金 23

取引条件ないし取引条件の決定方針等

（注）１．利用料その他の条件は、対価としての妥当性を勘案し、協議のうえ決定しております。

２．上記取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

 

２.親会社又は重要な関連会社に関する注記

（１）親会社情報

近鉄グループホールディングス株式会社（東京証券取引所に上場）

（２）重要な関連会社の要約財務情報

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成31年４月１日
至　令和２年３月31日）

当連結会計年度
（自　令和２年４月１日
至　令和３年３月31日）

 
１株当たり純資産額 672.25円

１株当たり当期純損失（△） △272.44円
 

 
１株当たり純資産額 △354.72円

１株当たり当期純損失（△） △1,041.50円
 

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成31年４月１日
至　令和２年３月31日）

当連結会計年度
（自　令和２年４月１日
至　令和３年３月31日）

親会社株主に帰属する当期純損失（△）

（百万円）
△7,443 △28,456

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純

損失（△）（百万円）
△7,443 △28,456

普通株式の期中平均株式数（株） 27,323,450 27,322,830
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（重要な後発事象）

（第三者割当による種類株式の発行、定款の一部変更ならびに資本金および資本準備金の額の減少）

　当社は、令和３年５月12日開催の取締役会において、第三者割当による種類株式の発行、定款の一部変更な

らびに資本金および資本準備金の額の減少について決議いたしました。

 

①　当社の親会社である近鉄グループホールディングス株式会社（以下「近鉄ＧＨＤ」といいます。）との

間で、引受契約書を締結し、第三者割当の方法により、総額150億円のＡ種種類株式を発行すること

②　合同会社あかりおよび合同会社まつかぜとの間で、それぞれ引受契約書を締結し、第三者割当の方法に

より、総額250億円のＢ種種類株式を発行すること

③　Ａ種種類株式およびＢ種種類株式に関する規定の新設等に係る定款の一部変更を行うこと

④　Ａ種種類株式およびＢ種種類株式の払込みの日を効力発生日として、Ａ種種類株式およびＢ種種類株式

の払込金額の資本金および資本準備金組入に伴う資本金および資本準備金増加分の全部につき資本金およ

び資本準備金の額を減少すること

⑤　令和３年６月16日開催の当社定時株主総会に、Ａ種種類株式およびＢ種種類株式の発行（Ａ種種類株式

およびＢ種種類株式の有利発行に係る特別決議を含みます。）ならびに本定款変更に係る各議案を付議す

ること

 

　なお、上記⑤の各議案につきましては、同定時株主総会において、承認可決されております。本資本金等の

額の減少は本第三者割当に係る払込みを条件としております。また、本資本金等の額の減少は、貸借対照表の

純資産の部における振替処理であり、当社の純資産額に変動を生じさせるものではありません。

 

Ⅰ．本第三者割当による種類株式の発行について

１．募集の概要

①　Ａ種種類株式の概要

（１）払込期日 令和３年６月30日

（２）発行新株式数 Ａ種種類株式　150株

（３）発行価額 １株につき100,000,000円

（４）調達資金の額 15,000,000,000円

（５）資本組入額
資本金 7,500,000,000円（1株につき、50,000,000円）

資本準備金 7,500,000,000円（1株につき、50,000,000円）

（６）優先配当金

令和４年３月末日に終了する事業年度から令和14年３月末日に終

了する事業年度中に属する日を基準日として剰余金の配当をする

ときは、１株につき、100,000,000円に、年率1.85％を乗じて算出

した額の金銭について、配当基準日の属する事業年度の初日（但

し、当該配当基準日が令和４年３月末日に終了する事業年度に属

する場合は払込期日。同日を含む。）から当該配当基準日（同日

を含む。）までの期間の実日数につき、１年を365日（但し、当該

事業年度に閏日を含む場合は366日。）として日割計算を行うもの

とする（除算は最後に行い、円位未満小数第２位まで計算し、そ

の小数第２位を四捨五入する。）。

但し、当該配当基準日の属する事業年度中の、当該配当基準日よ

り前の日を基準日としてＡ種種類株主等に対して剰余金の配当

（Ａ種累積未払配当金相当額の配当を除く。）が行われたとき

は、当該配当基準日に係るＡ種優先配当金の額は、その各配当に

おける配当金の合計額を控除した金額とする。

（７）
募集又は割当方法

（割当予定先）
近鉄ＧＨＤに対する第三者割当方式
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（８）その他

普通株式を対価とする取得請求権・取得条項は付与されていない

ため、普通株式の希薄化は発生しません。

Ａ種種類株式には、金銭を対価とする取得請求権が付されており

ます。Ａ種種類株式の株主は、法令上可能な範囲で、所定の手続

を経て、当社に対し、金銭と引換えにＡ種種類株式の全部又は一

部を取得することを請求することができるものとされ、かかる請

求に応じ、当社は金銭を対価としてＡ種種類株式を取得するもの

とされております。Ａ種種類株式の取得価額は、１株当たりの払

込金額に、取得日までの累積未払配当金の額および日割未払優先

配当金額（発行要項に従って計算されます。）を加えた金額とな

ります。

但し、株式引受契約により、Ａ種種類株式の割当予定先である近

鉄ＧＨＤは、Ａ種種類株式の払込期日以降５年間、Ａ種種類株式

に係る取得請求権を行使できません。また、当該期間は、当社お

よび近鉄ＧＨＤの合意により１年毎に最長10年間まで延長できま

す。

Ａ種種類株式には、金銭を対価とする取得条項が付されておりま

す。当社は、払込期日以降、法令上可能な範囲で、金銭と引換え

にＡ種種類株式の全部又は一部を取得することができます。Ａ種

種類株式の取得価額は、１株当たりの払込金額に、取得日までの

累積未払配当金の額および日割未払優先配当金額（発行要項に

従って計算されます。）を加えた金額となります。

 

②　Ｂ種種類株式の概要

（１）払込期日 令和３年６月30日

（２）発行新株式数 Ｂ種種類株式　250株

（３）発行価額 １株につき100,000,000円

（４）調達資金の額 25,000,000,000円

（５）資本組入額
資本金 12,500,000,000円（1株につき、50,000,000円）

資本準備金 12,500,000,000円（1株につき、50,000,000円）

（６）優先配当金

令和４年３月末日に終了する事業年度から令和９年３月末日に終

了する事業年度中に属する日を基準日として剰余金の配当をする

ときは、１株につき、100,000,000円に、年率1.85％を乗じて算出

した額の金銭について、配当基準日の属する事業年度の初日（但

し、当該配当基準日が令和４年３月末日に終了する事業年度に属

する場合は払込期日。同日を含む。）から当該配当基準日（同日

を含む。）までの期間の実日数につき、１年を365日（但し、当該

事業年度に閏日を含む場合は366日。）として日割計算を行うもの

とする（除算は最後に行い、円位未満小数第２位まで計算し、そ

の小数第２位を四捨五入する。）。

但し、当該配当基準日の属する事業年度中の、当該配当基準日よ

り前の日を基準日としてＢ種種類株主等に対して剰余金の配当

（Ｂ種累積未払配当金相当額の配当を除く。）が行われたとき

は、当該配当基準日に係るＢ種優先配当金の額は、その各配当に

おける配当金の合計額を控除した金額とする。

（７）
募集又は割当方法

（割当予定先）
合同会社あかりおよび合同会社まつかぜに対する第三者割当方式
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（８）その他

普通株式を対価とする取得請求権・取得条項は付与されていない

ため、普通株式の希薄化は発生しません。

Ｂ種種類株式には、金銭を対価とする取得請求権が付されており

ます。Ｂ種種類株式の株主は、法令上可能な範囲で、所定の手続

を経て、当社に対し、金銭と引換えにＢ種種類株式の全部又は一

部を取得することを請求することができるものとされ、かかる請

求に応じ、当社は金銭を対価としてＢ種種類株式を取得するもの

とされております。Ｂ種種類株式の取得価額は、１株当たりの払

込金額に、取得日までの累積未払配当金の額および日割未払優先

配当金額（発行要項に従って計算されます。）を加えた金額とな

ります。

但し、Ｂ種種類株式割当予定先は、(a)払込期日の５年後の応当日

においてＢ種種類株式を所有している場合、又は、(b)引受契約書

に定める令和５年３月期以降の当社グループの財務状況などに一

定の事由が生じた場合にのみ、当社に対して取得請求権を行使す

ることができます。

Ｂ種種類株式には、金銭を対価とする取得条項が付されておりま

す。当社は、払込期日以降、法令上可能な範囲で、金銭と引換え

にＢ種種類株式の全部又は一部を取得することができます。Ｂ種

種類株式の取得価額は、１株当たりの払込金額に、取得日までの

累積未払配当金の額および日割未払優先配当金額（発行要項に

従って計算されます。）を加えた金額となります。

 

２．調達する資金の額、使途および支出予定時期

（１）調達する資金の額

① 払込金額の総額 40,000百万円

② 発行諸費用の概算額 230百万円

③ 差引手取概算額 39,770百万円

（注）１．発行諸費用の概算額の主な内訳は、登記費用、アドバイザリー費用、弁護士費用ならびにＡ種

種類株式およびＢ種種類株式の価値算定費用等です。

２．発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれておりません。

 

（２）調達する資金の具体的な使途

具体的な資金使途 金額 支出予定時期

事業構造改革および成長戦略投資資金 39,700百万円 令和３年７月～令和８年３月

内　クラブツーリズム 18,000百万円 令和３年７月～令和８年３月

内　近畿日本ツーリスト 17,500百万円 令和３年７月～令和８年３月

内　その他システムの改修および維持保守費等 4,200百万円 令和３年７月～令和８年３月

（注）調達資金を実際に支出するまでは、銀行預金にて管理いたします。
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Ⅱ．資本金および資本準備金の額の減少について

１．本資本金等の額の減少の目的

　早期の財務体質の改善および剰余金配当のための分配可能額の確保および充実を図り、今後の機動的か

つ柔軟な資本政策に備えるため、本第三者割当によるＡ種種類株式およびＢ種種類株式の払込金額の資本

金および資本準備金組入に伴う資本金および資本準備金増加分の全部につき資本金および資本準備金の額

をそれぞれ減少し、その他資本剰余金へ振り替えます。

　なお、本資本金等の額の減少については、本第三者割当に係る払込みを条件とします。

 

２．本資本金等の額の減少の要領

（１）減少すべき資本金の額

20,000,000,000円

 

（２）減少すべき資本準備金の額

20,000,000,000円

 

（３）本資本金等の額の減少の方法

　会社法第447条第１項および第３項ならびに第448条第１項および第３項の規定に基づき本資本金等

の額の減少を上記のとおり行った上で、それぞれの全額をその他資本剰余金に振り替えます。

 

３．本資本金等の額の減少に係る日程

令和３年５月12日   取締役会決議日

令和３年５月25日   債権者異議申述公告日

令和３年６月25日   債権者異議申述最終期日（予定）

令和３年６月30日   本資本金等の額の減少の効力発生日（予定）
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 － － － －

１年以内に返済予定の長期借入金 － － － －

１年以内に返済予定のリース債務 40 33 － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを

除く。）
－ － － －

リース債務（１年以内に返済予定のものを

除く。）
39 25 － 令和４年～令和８年

その他有利子負債 － － － －

合計 80 59 － －

　（注）１．リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を

連結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。

２．リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年以内における返済予定額は以下のと

おりであります。

区分
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

リース債務 20 2 0 0

 

【資産除去債務明細表】

　当連結会計年度期首および当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首および当

連結会計年度末における負債および純資産の合計額の100分の１以下であるため、連結財務諸表規則第92条の２

の規定により記載を省略しております。

 

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（百万円） 3,322 15,865 61,234 87,889

税金等調整前四半期（当期）

純損失（△）（百万円）
△9,925 △16,569 △21,573 △27,674

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純損失（△）（百万

円）

△9,804 △16,846 △21,615 △28,456

１株当たり四半期（当期）純

損失（△）（円）
△358.85 △616.59 △791.11 △1,041.50

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純損失

（△）（円）
△358.85 △257.74 △174.52 △250.39
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】
 

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(令和２年３月31日)
当事業年度

(令和３年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,276 1,962

預け金 ※１ 31,730 ※１ 11,520

営業未収金 ※１ 815 ※１ 2,869

貯蔵品 51 39

前払費用 146 288

関係会社立替金 6,372 6,258

関係会社短期貸付金 2,500 5,318

未収入金 ※１ 2,603 ※１ 3,888

為替予約 － 0

その他 ※１ 528 ※１ 56

貸倒引当金 － △3,850

流動資産合計 47,025 28,353

固定資産   

有形固定資産   

建物 78 81

工具、器具及び備品 14 11

土地 65 65

有形固定資産合計 159 158

無形固定資産   

ソフトウエア － 638

ソフトウエア仮勘定 － 65

電話加入権 2 0

無形固定資産合計 2 703

投資その他の資産   

投資有価証券 4,052 4,275

関係会社株式 17,045 5,639

関係会社長期貸付金 15 4,112

その他 1,155 1,073

貸倒引当金 △129 △3,850

投資その他の資産合計 22,140 11,249

固定資産合計 22,302 12,111

資産合計 69,327 40,465
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(令和２年３月31日)
当事業年度

(令和３年３月31日)

負債の部   

流動負債   

関係会社短期借入金 16,370 9,150

未払金 ※１ 3,951 ※１ 4,630

未払費用 ※１ 31 ※１ 15

未払法人税等 69 104

預り金 16,144 11,413

旅行券等 16,928 17,684

賞与引当金 38 13

為替予約 91 －

その他 196 265

流動負債合計 53,820 43,279

固定負債   

繰延税金負債 136 517

旅行券等引換引当金 908 883

関係会社事業損失引当金 12 4,154

その他 ※１ 2,002 ※１ 1,796

固定負債合計 3,060 7,351

負債合計 56,880 50,630

純資産の部   

株主資本   

資本金 8,041 8,041

資本剰余金   

資本準備金 7,957 7,957

その他資本剰余金 1,560 1,560

資本剰余金合計 9,517 9,517

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 △6,103 △28,882

利益剰余金合計 △6,103 △28,882

自己株式 △13 △13

株主資本合計 11,442 △11,337

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 1,014 1,171

繰延ヘッジ損益 △10 －

評価・換算差額等合計 1,004 1,171

純資産合計 12,446 △10,165

負債純資産合計 69,327 40,465
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②【損益計算書】
 

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　平成31年４月１日
　至　令和２年３月31日)

当事業年度
(自　令和２年４月１日
　至　令和３年３月31日)

売上高 ※１ 11,138 ※１ 9,973

販売費及び一般管理費 ※１,※２ 11,187 ※１,※２ 9,062

営業利益又は営業損失（△） △49 910

営業外収益   

受取利息及び受取配当金 ※１ 288 ※１ 230

助成金収入 － 137

為替差益 － 118

雑収入 ※１ 12 ※１ 60

営業外収益合計 300 546

営業外費用   

支払利息 ※１ 204 ※１ 108

支払手数料 － 31

為替差損 200 －

雑損失 4 11

営業外費用合計 409 151

経常利益又は経常損失（△） △157 1,305

特別利益   

投資有価証券売却益 － 132

特別利益合計 － 132

特別損失   

関係会社株式評価損 ※３ 954 ※３ 11,450

関係会社貸倒引当金繰入額 － 7,579

関係会社事業損失引当金繰入額 11 4,154

事業構造改革関連費用 － ※４ 568

減損損失 2,475 －

投資有価証券評価損 71 －

固定資産除却損 49 －

特別損失合計 3,561 23,754

税引前当期純損失（△） △3,719 △22,315

法人税、住民税及び事業税 △12 153

法人税等調整額 1,465 309

法人税等合計 1,452 463

当期純損失（△） △5,172 △22,779
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成31年４月１日　至　令和２年３月31日）

       (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計 

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計
 

繰越利益
剰余金

当期首残高 8,041 7,957 1,560 9,517 △930 △930 △12 16,616

当期変動額         

当期純損失（△）     △5,172 △5,172  △5,172

自己株式の取得       △0 △0

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

        

当期変動額合計 － － － － △5,172 △5,172 △0 △5,173

当期末残高 8,041 7,957 1,560 9,517 △6,103 △6,103 △13 11,442

 

     

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計

当期首残高 1,960 △12 1,948 18,564

当期変動額     

当期純損失（△）    △5,172

自己株式の取得    △0

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

△945 1 △944 △944

当期変動額合計 △945 1 △944 △6,118

当期末残高 1,014 △10 1,004 12,446
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当事業年度（自　令和２年４月１日　至　令和３年３月31日）

       (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計 

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計
 

繰越利益
剰余金

当期首残高 8,041 7,957 1,560 9,517 △6,103 △6,103 △13 11,442

当期変動額         

当期純損失（△）     △22,779 △22,779  △22,779

自己株式の取得       △0 △0

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

        

当期変動額合計 － － － － △22,779 △22,779 △0 △22,779

当期末残高 8,041 7,957 1,560 9,517 △28,882 △28,882 △13 △11,337

 

     

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計

当期首残高 1,014 △10 1,004 12,446

当期変動額     

当期純損失（△）    △22,779

自己株式の取得    △0

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

156 10 167 167

当期変動額合計 156 10 167 △22,612

当期末残高 1,171 － 1,171 △10,165
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法

　①　子会社株式及び関連会社株式

　　　総平均法による原価法により評価しております。

　②　その他有価証券

　　時価のあるもの……期末日の市場価格等に基づく時価法により評価しております。

　　　　　　　　　　　なお、評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法

　　　　　　　　　　　により算定しております。

　　時価のないもの……総平均法による原価法により評価しております。

 

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

　主として定率法を採用しております。ただし、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築

物については、定額法を採用しております。

(2）無形固定資産

　定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいております。

 

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権は貸倒実績率法、貸倒懸念債権等特定の債権は財務内

容評価法で計上しております。なお、一般債権については貸倒実績がないため、引当金は設定しておりま

せん。

(2）賞与引当金

　従業員に対する賞与の支払いに充てるため、支給見込額のうち当事業年度に対応する見積額を計上して

おります。

(3）旅行券等引換引当金

　当社が発行している旅行券等の未使用分について、一定期間後収益に計上したものに対する将来の使用

に備えるため、過去の引換率を基に見積額を計上しております。

(4）関係会社事業損失引当金

　関係会社の事業の損失に備えるため、関係会社に対する出資金額を超えて、当社が負担することとなる

損失見込額を計上しております。

 

４.　重要なヘッジ会計の方法

(1）ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。

　ただし、為替予約が付されている外貨建金銭債権債務については、振当処理の要件を満たしている場合

は振当処理を採用しております。

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段

為替予約取引を行うこととしております。

　ヘッジ対象

主に海外ホテル代等の外貨建金銭債務としております。

(3）ヘッジ方針

　将来の為替レートの変動リスクをヘッジすることを目的として、実需の範囲内で行っております。

(4）ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、ヘッジ開始時およびその後も継続して、相

場変動またはキャッシュ・フロー変動を完全に相殺するものと見込まれるため、ヘッジの有効性の判定は

省略しております。
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５．その他財務諸表の作成のための基本となる重要な事項

(1）消費税等の会計処理方法

　　税抜方式によっております。

(2）連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用

　　「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第８号）において創設されたグループ通算制度へ

の移行およびグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目については、

「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告

第39号 2020年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第28号 平成30年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産および繰延税金負債の

額について、改正前の税法の規定に基づいております。

 

（重要な会計上の見積り）

繰延税金資産の回収可能性

(1）当事業年度に計上した額 －百万円

(2）その他の情報

　「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 (１) 連結財務諸表 注記事項 (重要な会計上の見積り)」と同

様のため記載を省略しております。

 

（表示方法の変更）

（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）

　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31日）を当事業年度の年度

末に係る財務諸表から適用し、財務諸表に重要な会計上の見積りに関する注記を記載しております。

　ただし、当該注記においては、当該会計基準第11項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って、前事業年

度に係る内容については記載しておりません。
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（貸借対照表関係）

※１．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示されたものを除く）

 
前事業年度

（令和２年３月31日）
当事業年度

（令和３年３月31日）

短期金銭債権 32,751百万円 12,204百万円

短期金銭債務 2,812 2,096

長期金銭債務 0 0

 

　２．下記会社に対する金融機関等の保証に対し、保証書を差し入れしております。

 
前事業年度

（令和２年３月31日）
当事業年度

（令和３年３月31日）

株式会社近畿日本ツーリスト関西 20百万円 20百万円

KINTETSU INTERNATIONAL EXPRESS

(U.S.A.),INC.
－ 332

 

（損益計算書関係）

※１．関係会社との取引高

 
前事業年度

（自　平成31年４月１日
至　令和２年３月31日）

当事業年度
（自　令和２年４月１日
至　令和３年３月31日）

営業取引による取引高   

売上高 9,986百万円 7,275百万円

販売費及び一般管理費 2,817 2,510

営業取引以外の取引による取引高 1,110 777

 

※２．販売費に属する費用の割合は前事業年度、当事業年度ともに０％、一般管理費に属する費用の割合は前事業年度、

当事業年度ともに100％であります。

販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成31年４月１日
至　令和２年３月31日）

当事業年度
（自　令和２年４月１日
至　令和３年３月31日）

給料及び手当 2,088百万円 1,824百万円

賞与引当金繰入額 38 13

システム経費 2,659 2,850

業務委託費 1,503 1,238

雑費 1,681 1,164

減価償却費 801 108

貸倒引当金繰入額 △0 3

旅行券等引換引当金繰入額 113 42

 

※３．関係会社株式評価損は、子会社の株式に対して減損処理を行ったものであります。

 

※４．事業構造改革関連費用に係る内容は、次のとおりであります。

前事業年度（自　平成31年４月１日　至　令和２年３月31日）

該当事項はありません。

 

当事業年度（自　令和２年４月１日　至　令和３年３月31日）

　事業構造改革関連費用の内訳は、希望退職の募集に伴う特別退職加算金等466百万円、賃借契約解約金等81百

万円、その他20百万円であります。
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（有価証券関係）

　子会社株式および関連会社株式（当事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式5,590百万円、関連会社株式49

百万円、前事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式16,996百万円、関連会社株式49百万円）は、市場価格がな

く、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。

 

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（令和２年３月31日）
 

当事業年度
（令和３年３月31日）

繰延税金資産    

関係会社株式 3,289百万円 6,707百万円

減価償却超過額 988  611

貸倒引当金 －  2,357

未引換旅行券等 2,980  3,113

旅行券等引換引当金 278  270

関係会社事業損失引当金 －  1,272

税務上の繰越欠損金 653  474

その他 328  458

繰延税金資産小計 8,518  15,265

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △653  △474

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △7,554  △14,790

評価性引当額小計 △8,207  △15,265

繰延税金資産合計 310  －

繰延税金負債    

その他有価証券評価差額金 447  517

繰延税金負債合計 447  517

繰延税金資産（負債）純額 △136  △517

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

　前事業年度および当事業年度は、税引前当期純損失を計上しているため、注記を省略しております。

 

（重要な後発事象）

「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 (１) 連結財務諸表 注記事項 (重要な後発事象)」と同様のため記載

を省略しております。
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】
  

区分 資産の種類
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）
（注）

当期減少額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

減価償却
累計額

（百万円）

有形固定資産 建物 78 11 0 8 81 343

 工具、器具及び備品 14 － 0 3 11 439

 土地 65 － － － 65 －

 計 159 11 0 12 158 782

無形固定資産 ソフトウエア － 734 － 96 638 7,115

 ソフトウエア仮勘定 － 65 － － 65 －

 電話加入権 2 － 2 － 0 －

 計 2 799 2 96 703 7,115

　（注）重要な増加の内訳は次のとおりであります。

ソフトウエア

国内旅行ダイナミック・パッケージシステムの開発　　　　　　　　　　　　　　　414百万円

 

 

【引当金明細表】
  

科目
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 129 7,583 12 7,700

賞与引当金 38 13 38 13

旅行券等引換引当金 908 42 67 883

関係会社事業損失引当金 12 4,154 12 4,154

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（３）【その他】

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

ＫＮＴ－ＣＴホールディングス株式会社(E04348)

有価証券報告書

83/92



第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所
（特別口座）東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
（特別口座）東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 ──────

買取手数料 株式の売買に係る手数料相当額として株式取扱規程で定める金額

公告掲載方法

電子公告により行います。（https://www.kntcthd.co.jp/）

ただし、電子公告によることができない場合は日本経済新聞に掲載して行いま

す。

株主に対する特典
毎年３月31日および９月30日現在の100株以上の株主に対し、「メイト」「ホ

リデイ」「クラブツーリズムの旅」の各企画旅行商品の割引優待券を２枚贈呈

（注）１．当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の

規定による請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当て

を受ける権利以外の権利を有しておりません。

２．株主に対する特典について、令和３年３月24日開催の取締役会において、株主優待の対象商品の変更を以下

のとおり決議しております。

 令和３年３月31日まで 令和３年４月１日以降

対象

商品

クラブツーリズムの旅

メイト

ホリデイ

クラブツーリズムの旅

近畿日本ツーリスト　日本の旅

近畿日本ツーリスト　世界の旅

近畿日本ツーリスト　ダイナミックパッケージ
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第83期）（自　平成31年４月１日　至　令和２年３月31日）令和２年６月17日関東財務局長に提出

(2）内部統制報告書及びその添付書類

令和２年６月17日関東財務局長に提出

(3）四半期報告書及び確認書

（第84期第１四半期）（自　令和２年４月１日　至　令和２年６月30日）令和２年８月７日関東財務局長に提出

（第84期第２四半期）（自　令和２年７月１日　至　令和２年９月30日）令和２年11月12日関東財務局長に提出

（第84期第３四半期）（自　令和２年10月１日　至　令和２年12月31日）令和３年２月12日関東財務局長に提出

(4）臨時報告書

令和２年６月18日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）の規定に基

づく臨時報告書であります。

令和３年２月９日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第19号（連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況に著しい影響を与える事象）の規定に基づく臨時報告書であります。

令和３年５月13日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号(Ａ種種類株式およびＢ種種類株式の発行決議)の規定に

基づく臨時報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

 

  令和３年６月16日

ＫＮＴ－ＣＴホールディングス株式会社   

取締役会　御中   

 

有限責任 あずさ監査法人

  東京事務所

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 宮　木　　直　哉　　印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 和　田　　安　弘　　印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 清　水　　俊　直　　印

 

 

＜財務諸表監査＞

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるＫＮＴ－ＣＴホールディングス株式会社の令和２年４月１日から令和３年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・

フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行っ

た。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ＫＮ

Ｔ－ＣＴホールディングス株式会社及び連結子会社の令和３年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結

会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果

たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

強調事項

　重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は令和３年５月12日開催の取締役会において、第三者割当

によりＡ種種類株式及びＢ種種類株式を発行することを決議し、令和３年６月16日開催の定時株主総会にて承認可決され

ている。

　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

 

監査上の主要な検討事項

　監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要

であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形

成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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継続企業の前提に関する重要な不確実性の有無についての経営者による判断の妥当性の評価

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

　経営者は、財務諸表の作成に当たり、継続企業の前提が

適切であるかどうかを評価することが求められる。また、

継続企業の前提に関する評価の結果、期末において、継続

企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況

が存在する場合であって、当該事象又は状況を解消し、又

は改善するための対応をしてもなお継続企業の前提に関す

る重要な不確実性が認められるときは、当該重要な不確実

性について財務諸表に注記することが必要となる。

　ＫＮＴ－ＣＴホールディングス株式会社及び連結子会社

（以下「ＫＮＴ－ＣＴグループ」という。）では、新型コ

ロナウイルスの世界的な感染拡大に伴って著しく旅行需要

及び売上高が減少した結果、当連結会計年度において営業

損失27,082百万円及び親会社株主に帰属する当期純損失

28,456百万円を計上し、当連結会計年度末において9,654

百万円の債務超過となっている。このため、当連結会計年

度末において、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせる

ような事象又は状況が存在している。

　これらの状況を踏まえ、経営者は、当該事象又は状況を

解消するための対応策として、事業構造改革を含む中期経

営計画の実現に向けた施策に取り組んでいる。また、注記

事項（重要な後発事象）に記載されているとおり、上記の

債務超過の解消に向けて、令和３年５月12日開催の取締役

会において、総額400億円の第三者割当による種類株式の

発行を決議している。経営者は、これらの対応策の効果を

前提とした資金繰り計画に基づいて、今後１年間において

ＫＮＴ－ＣＴグループが資金不足になることはないと判断

していることから、連結財務諸表において継続企業の前提

に関する重要な不確実性についての注記を行っていない。

　継続企業の前提に関する重要な不確実性の有無について

の判断に当たって経営者が考慮した、ＫＮＴ－ＣＴグルー

プの令和４年３月31日までの期間の資金繰り計画には、当

該期間における収支に重要な影響を及ぼす以下の仮定が織

り込まれている。

●種類株式の発行による資金調達の予定

●収益改善の前提となる、新型コロナウイルス感染症の今

後の広がり及び収束時期の予測

●事業構造改革の一環として実施する営業費用の削減効果

　これらの仮定には不確実性を伴うため、継続企業の前提

に関する重要な不確実性の有無についての経営者による判

断に重要な影響を及ぼす。

　以上から、当監査法人は、継続企業の前提に関する重要

な不確実性の有無についての経営者による判断の妥当性の

評価が、当連結会計年度の連結財務諸表監査において特に

重要であり、「監査上の主要な検討事項」に該当すると判

断した。

　当監査法人は、継続企業の前提に関する重要な不確実性

の有無についての経営者による判断の妥当性を評価するた

め、主に以下の監査手続を実施した。

(1）経営者の対応策についての検討

　経営者の対応策が継続企業の前提に重要な疑義を生じ

させるような事象又は状況を解消し、又は改善するもの

であるかどうか、及びその実行可能性について検討する

ため、経営者が作成した事業構造改革を含む中期経営計

画の内容及び資金繰り計画を分析した。当該分析には、

資金繰り計画の基礎となる主要な仮定の合理性を評価す

るための、以下の手続が含まれる。

●種類株式のうち、ＫＮＴ－ＣＴホールディングス株式

会社（以下「会社」という。）の親会社である近鉄グ

ループホールディングス株式会社に対する150億円の

Ａ種種類株式の発行による資金調達について、会社が

親会社との間で締結した引受契約書を閲覧した。

●種類株式のうち、合同会社あかり及び合同会社まつか

ぜに対する総額250億円のＢ種種類株式の発行による

資金調達について、会社が各社との間で締結した引受

契約書を閲覧した。

●新型コロナウイルス感染症の今後の広がり及び収束時

期の予測について、その根拠を会社の代表取締役社長

に対して質問した。また、当該予測をThe

International Air Transport Association (ＩＡＴ

Ａ)による市場予測レポートの内容と比較するととも

に、日本政府による当該感染症に対するワクチンの普

及方針との整合性を確かめた。

●事業構造改革による営業費用の削減効果について、会

社が当連結会計年度に実施した希望退職による退職者

数、閉鎖済み及び閉鎖予定の店舗件数、並びに過年度

における人件費及び事務所維持費の実績に基づいて、

当監査法人が独自に見積もった費用削減の見込額と比

較した。

(2）資金繰り計画に含まれる不確実性の影響についての検

討

　上記手続の結果や、当連結会計年度を含む過去複数会

計年度における事業計画と実績との差異の要因について

の検討結果を踏まえて、経営者が作成した資金繰り計画

に、一定の不確実性を織り込んだ場合の令和４年３月31

日までの期間の資金繰りを独自に見積もった。

　その上で、当該独自の見積りに基づいた場合の各月末

の資金残高が、翌月の収支見込み及び各収支項目の月中

での入金及び支払時期に照らして十分か否かを検討し

た。
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連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるかど

うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する

必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

連結財務諸表監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示

がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利用者の

意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監

査証拠を入手する。

・ 連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び

関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論

付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記事項に

注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸表に対し

て除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づい

ているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか

どうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎となる取

引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結財務諸表に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入

手する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見

に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要であると判断

した事項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁

止されている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上

回ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。
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＜内部統制監査＞

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、ＫＮＴ－ＣＴホールディング

ス株式会社の令和３年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　当監査法人は、ＫＮＴ－ＣＴホールディングス株式会社が令和３年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であ

ると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基

準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、全ての重要な点において適正に表示しているものと認め

る。

 

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、「内部統制監査における監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適

切な監査証拠を入手したと判断している。

 

内部統制報告書に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

内部統制監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについ

て合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにあ

る。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従って、監査の過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための監査手続を実施す

る。内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び適

用される。

・ 財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部

統制報告書の表示を検討する。

・ 内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人

は、内部統制報告書の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任

を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実施結果、識

別した内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求められているその他の事項につ

いて報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

※１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

  令和３年６月16日

ＫＮＴ－ＣＴホールディングス株式会社   

取締役会　御中   
 

有限責任 あずさ監査法人

  東京事務所
 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 宮　木　　直　哉　　印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 和　田　　安　弘　　印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 清　水　　俊　直　　印

 

 

 

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるＫＮＴ－ＣＴホールディングス株式会社の令和２年４月１日から令和３年３月31日までの第84期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表につい

て監査を行った。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ＫＮＴ－

ＣＴホールディングス株式会社の令和３年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全

ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫

理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査

法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
 

強調事項

　重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は令和３年５月12日開催の取締役会において、第三者割当

によりＡ種種類株式及びＢ種種類株式を発行することを決議し、令和３年６月16日開催の定時株主総会にて承認可決され

ている。

　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。
 

監査上の主要な検討事項

　監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要であると

判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成において対

応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
 

継続企業の前提に関する重要な不確実性の有無についての経営者による判断の妥当性の評価

　個別財務諸表の監査報告書で記載すべき監査上の主要な検討事項「継続企業の前提に関する重要な不確実性の有無につ

いての経営者による判断の妥当性の評価」は、連結財務諸表の監査報告書に記載されている監査上の主要な検討事項「継

続企業の前提に関する重要な不確実性の有無についての経営者による判断の妥当性の評価」と実質的に同一の内容であ

る。このため、個別財務諸表の監査報告書では、これに関する記載を省略する。
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財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを評

価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ

る場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
 

財務諸表監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影

響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監

査証拠を入手する。

・ 財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実

施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び

関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、

継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け

る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意を喚

起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意見

を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の

事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどう

かとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事象

を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事項

を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止されて

いる場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると合

理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。
 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

※１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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